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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　建築物の開口部を覆うためのブラインドにおいて、
　傾動ステーションを備えており、該傾動ステーションは第１偏心体と第２偏心体とを含
み、前記第１偏心体と前記第２偏心体とは相互に固定されており、前記第１偏心体と前記
第２偏心体とは１つの回転軸心を中心として回転可能であり、前記第１偏心体および前記
第２偏心体は、前記回転軸心に対して偏心して配置されており、
　傾動ロッドを備えており、
　複数枚のスラットを備えており、該複数枚のスラットは、複数枚の第１スラットから成
る組と複数枚の第２スラットから成る組とに組分けされ、前記第１スラットと前記第２ス
ラットとが交互に配列されており、
　第１ラダーテープ及び第２ラダーテープを備えており、それらラダーテープの各々は前
面側傾動ケーブルと背面側傾動ケーブルとを形成し、前記第１ラダーテープは前記第１偏
心体に結合されると共に前記第１スラットの前面側及び背面側に結合されており、前記第
２ラダーテープは前記第２偏心体に結合されると共に前記第２スラットの前面側及び背面
側に結合されており、前記傾動ロッドを回転させることによって、前記第１偏心体及び前
記第２偏心体を回転させ、もって、前記複数枚のスラットを、クローズド状態の第１ポジ
ションからダブルピッチ配列でオープン状態のポジションへ移動させるようにした、
　ことを特徴とする建築物の開口部を覆うためのブラインド。
【請求項２】
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　前記第１及び前記第２偏心体が第１方向に回転するとき、前記第１ラダーテープの前記
前面側傾動ケーブルと前記第２ラダーテープの前記背面側傾動ケーブルとが実質的に互い
に同一の第１移動量だけ移動し、前記第１ラダーテープの前記背面側傾動ケーブルと前記
第２ラダーテープの前記前面側傾動ケーブルとが実質的に互いに同一の第２移動量だけ移
動し、前記第１移動量が前記第２移動量より大きいことを特徴とする請求項１記載の建築
物の開口部を覆うためのブラインド。
【請求項３】
　前記傾動ステーションの回転角度範囲を略々３６０°の回転角度範囲に規制するための
回転角度範囲規制手段を更に備えていることを特徴とする請求項２記載の建築物の開口部
を覆うためのブラインド。
【請求項４】
　前記回転角度範囲規制手段が、前記第１及び第２偏心体を回転可能に支持する傾動ステ
ーション用ハウジングと、該ハウジングと前記第１及び第２偏心体との間に回転可能に装
着されたワッシャ型ストッパ部材とを備えており、前記ワッシャ型ストッパ部材が前記ハ
ウジング及び前記第１及び第２偏心体と協働して前記第１及び第２偏心体の回転角度範囲
を規制することを特徴とする請求項３記載の建築物の開口部を覆うためのブラインド。
【請求項５】
　前記傾動ロッドは、前記回転軸心を中心として互いに一体に回転する複数の傾動ロッド
部分を備えることを特徴とする請求項４記載の建築物の開口部を覆うためのブラインド。
【請求項６】
　少なくとも２つの前記傾動ロッド部分が前記傾動ステーションにより互いに作用的に連
結されていることを特徴とする請求項５記載の建築物の開口部を覆うためのブラインド。
【請求項７】
　前記第１偏心体と第２偏心体とが実質的に同一の偏心形状を有しており、且つ、互いに
正反対の方向に偏心していることを特徴とする請求項１記載の建築物の開口部を覆うため
のブラインド。
【請求項８】
　建築物の開口部を覆うためのダブルピッチ型ブラインドのスラットを傾動させる方法に
おいて、
　傾動ステーションを用意し、該傾動ステーションは第１偏心体と第２偏心体とを含み、
前記第１偏心体と前記第２偏心体とは相互に固定されており、前記第１偏心体と前記第２
偏心体とは１つの回転軸心を中心として偏心回転可能に、前記回転軸心に対して偏心して
取付けられており、
　前記スラットを、複数枚の第１スラットから成る組と複数枚の第２スラットから成る組
とに組分けし、前記第１スラットと前記第２スラットとを交互に配列し、
　第１ラダーテープ及び第２ラダーテープを用意し、それらラダーテープの各々は前面側
傾動ケーブルと背面側傾動ケーブルとを形成し、前記第１ラダーテープは前記第１偏心体
に結合されると共に前記第１スラットの前面側及び背面側に結合されており、前記第２ラ
ダーテープは前記第２偏心体に結合されると共に前記第２スラットの前面側及び背面側に
結合されており、
　傾動ロッドを回転させることによって、前記第１偏心体及び前記第２偏心体を前記回転
軸心を中心として回転させ、それによって、前記複数枚のスラットを、クローズド状態の
ポジションからダブルピッチ配列でオープン状態のポジションへ移動させる、
　ことを特徴とする建築物の開口部を覆うためのダブルピッチ型ブラインドのスラットを
傾動させる方法。
【請求項９】
　前記傾動ロッドの回転角度範囲を略々３６０°の回転角度範囲に規制することを特徴と
する請求項８記載の建築物の開口部を覆うためのダブルピッチ型ブラインドのスラットを
傾動させる方法。
【請求項１０】
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　建築物の開口部を選択的に覆うためのブラインドにおいて、
　ヘッドレールを備えており、
　前記ヘッドレールから吊下された複数枚のスラットを備えており、該複数枚のスラット
は、上下に隣接するスラットが２枚ずつ一組とされて、上側スラットと下側スラットとか
ら成る２枚一組のスラットが複数組編成されており、
　前記ヘッドレールから下方へ延出した第１ラダーテープ及び第２ラダーテープを備えて
おり、前記第１及び第２ラダーテープの各々は、前面側傾動ケーブルと、背面側傾動ケー
ブルと、それら前面側傾動ケーブルと背面側傾動ケーブルとの間に亘って延在する複数本
のクロスコードとから成り、前記第１ラダーテープの前記クロスコードは前記２枚一組の
スラットにおける上側スラットを支持しており、前記第２ラダーテープの前記クロスコー
ドは前記２枚一組のスラットにおける下側スラットを支持しており、前面側傾動ケーブル
及び前記背面側傾動ケーブルの各々は第１端を有しており、
　傾動ロッドを備えており、
　前記傾動ロッドに固定して取付けられており前記傾動ロッドと一体に回転する第１偏心
体及び第２偏心体を備えており、前記第１偏心体および前記第２偏心体は、回転軸心に対
して偏心して配置されており、それら第１及び第２偏心体は、前記第１及び第２ラダーテ
ープの前記前面側傾動ケーブル及び前記背面側傾動ケーブルの夫々の前記第１端を駆動す
るべくそれら第１端に係合しておりそれら第１端を駆動することによって前記複数枚のス
ラットを第１ポジションから第２ポジションへ移動させ、前記第１ポジションは、前記前
記２枚一組のスラットにおける上側スラットと下側スラットとが互いに重なり合うことで
それらスラットがダブルピッチ配列のオープン状態になるポジションであり、前記第２ポ
ジションは、前記２枚一組のスラットにおける上側スラット及び下側スラットがチルトク
ローズド状態になるポジションである、
　ことを特徴とする建築物の開口部を選択的に覆うためのブラインド。
【請求項１１】
　前記第２ポジションは、前記２枚一組のスラットにおける上側スラット及び下側スラッ
トが、室内側アップと室内側ダウンとを含む傾斜方向のうちから選択された一つの傾斜方
向へ傾斜することを含むことを特徴とする請求項１０記載の建築物の開口部を選択的に覆
うためのブラインド。
【請求項１２】
　前記第１ラダーテープの前記前面側傾動ケーブル及び前記背面側傾動ケーブルの夫々の
前記第１端が前記第１偏心体に止着されており、且つ、前記第２ラダーテープの前記前面
側傾動ケーブル及び前記背面側傾動ケーブルの夫々の前記第１端が前記第２偏心体に止着
されていることを特徴とする請求項１０記載の建築物の開口部を選択的に覆うためのブラ
インド。
【請求項１３】
　ブラインドのスラットを選択的に傾動させる方法において、
　第１ラダーテープ及び第２ラダーテープを介して複数枚のスラットをヘッドレールから
吊下するステップを含んでおり、前記複数枚のスラットは、上下に隣接するスラットが２
枚ずつ一組とされて、上側スラットと下側スラットとから成る２枚一組のスラットが複数
組編成されており、前記第１及び第２ラダーテープの各々は、前面側傾動ケーブルと、背
面側傾動ケーブルと、それら前面側傾動ケーブルと背面側傾動ケーブルとの間に亘って延
在する複数本のクロスコードとを備え、前記第１ラダーテープの前記クロスコードは前記
２枚一組のスラットにおける上側スラットを支持しており、前記第２ラダーテープの前記
クロスコードは前記２枚一組のスラットにおける下側スラットを支持しており、前面側傾
動ケーブル及び前記背面側傾動ケーブルの各々は第１端を有しており、
　前記第１及び第２ラダーテープの前記前面側傾動ケーブル及び前記背面側傾動ケーブル
の夫々の前記第１端を複数の偏心体に止着するステップを含んでおり、前記複数の偏心体
は互いに固定されると共に傾動ロッドに対して固定されており、前記複数の偏心体は、前
記傾動ロッドの回転軸心に対して偏心して配置されており、
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　前記傾動ロッドを回転させることによって前記第１及び第２偏心体を駆動して前記複数
枚のスラットを第１ポジションから第２ポジションへ移動させるステップを含んでおり、
前記第１ポジションは、前記前記２枚一組のスラットにおける上側スラットと下側スラッ
トとが互いに重なり合うことでそれらスラットがダブルピッチ配列のオープン状態になる
ポジションであり、前記第２ポジションは、前記２枚一組のスラットにおける上側スラッ
ト及び下側スラットがチルトクローズド状態になるポジションである、
　ことを特徴とするブラインドのスラットを選択的に傾動させる方法。
【請求項１４】
　前記第２ポジションは、前記２枚一組のスラットにおける上側スラット及び下側スラッ
トが、室内側アップと室内側ダウンとを含む傾斜方向のうちから選択された一つの傾斜方
向へ傾斜することを含むことを特徴とする請求項１３記載のブラインドのスラットを選択
的に傾動させる方法。
【請求項１５】
　前記傾動ステーションは軸心方向の長さを有しており、前記傾動ロッドは前記傾動ステ
ーションの前記軸心方向の長さの全長に亘って延在する連続した１本のロッドであること
を特徴とする請求項１記載の建築物の開口部を覆うためのブラインド。
【請求項１６】
　前記第１偏心体は径方向に延在するウェブ部であり、前記第２偏心体は２つのウェブ部
を有するペア型ウェブ部であることを特徴とする請求項１記載の建築物の開口部を覆うた
めのブラインド。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本件特許出願は、米国特許出願第１１／７５５９０４号（出願日：２００７年５月３１
日）に基づく優先権を主張する特許出願であり、同米国特許出願の開示内容はこの言及を
もって本願開示に組込まれたものとする。
【０００２】
　本発明は建築物の開口部を覆うための覆いに関する。より詳しくは、本発明は、ベネシ
ャンブラインドなどの横型ブラインドであって、ブラインドをチルトオープン状態にした
ときには、ピッチ（ストラット間隔）を通常ピッチの２倍のダブルピッチにすることがで
きる一方で、ブラインドをチルトクローズド状態にとしたときには、スラット傾斜方向が
室内側アップと室内側ダウンのいずれの傾斜方向であっても、従来のブラインドと同様の
外観を呈するように設計したブラインド、もしくは、スラットの選択的傾動によって、ブ
ラインドのある部分をチルトオープン状態とし、同時に別の部分をチルトクローズド状態
とすることができるように設計したブラインドに関する。
【背景技術】
【０００３】
　ベネシャンブラインドは一般的に、ヘッドレールなどの上辺枠部材を備えており、その
上辺枠部材によってブラインドを支持すると共に、その上辺枠部材の中にブラインドの昇
降機構や開閉機構を収容して、それら機構が外部から目に触れないようにしている。ブラ
インドの昇降は、ボトムレールに（またはボトムスラットに）連結した昇降操作用コード
によって行われる。ヘッドレールに支持されている一連のスラットは傾動可能であり、そ
れらスラットを傾動させることによって、ブラインドの状態を、そのブラインドのスラッ
トの間を透して導入される光を最大限にすることのできるチルトオープン状態にすること
も、また、ブラインドによって光が遮断されるチルトクローズド状態にすることもでき、
チルトクローズド状態とするときのスラット傾斜方向としては、室内側ダウンの傾斜方向
（スラットの室内側の側縁部が下方を向き、そのため反対側の側縁部である窓側ないし壁
側の側縁部が上方を向くような傾斜方向）と、室内側アップの傾斜方向との、２通りの傾
斜方向がある。
【０００４】
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　ブラインドの状態を「チルトオープン状態」にしたときに、できるだけ大きな開放度が
得られるようにすることが望まれることがあり、それは、ブラインドのスラットの間を透
してより多くの光を導入できるようにしたい場合や、ブラインドのスラットの間を透して
外の景色をより眺め易くしたい場合などである。スラットの幅寸法が標準的寸法のブライ
ンドで、これらを可能にするには、ブラインドの状態をチルトオープン状態にする際に、
上下に隣り合う２枚ずつのスラットが互いに近付き、そして互いにぴったりと重なり合う
ようにするとよく、それによってブラインドのスラットは「ダブルピッチ」配列になる。
スラットがダブルピッチ配列とされているときには、ある２枚一組の重なり合ったスラッ
トと、それに隣接する２枚一組の重なり合ったスラットとの間の開放領域の大きさが、ス
ラットが等間隔の通常配列とされているときのスラットどうしの間の開放領域と比べて、
実質的に２倍の大きさになっており、そのため、このスラット配列は「ダブルピッチ」配
列と呼ばれている。
【０００５】
　スラットを傾動させてブラインドの状態を「チルトクローズド状態」にするのは、光を
遮断することを目的として、或いは、プライバシーを確保することを目的として、もしく
はそれら両方を目的として行われる。これらに関してブラインドの機能を最適なものとす
る上では、ブラインドのある部分をチルトオープン状態とし、同時に別の部分をチルトク
ローズド状態とすることができると好都合である。例えばオフィスに設置したブラインド
では、コンピュータ画面に直射日光があたらないようにするために、或いは、室内で行っ
ていることを窓から他者に覗き見られないようにしてプライバシーを確保するために、そ
のブラインドの下方部分をチルトクローズド状態にすることが望まれることがある。ただ
しそれと同時に、自然光の採光のために、或いは、換気のために、そのブラインドの上方
部分をチルトオープン状態にすることが望まれることもある。また、このような「分割可
能型ブラインド」の用途のもう１つの具体例として、例えばそのブラインドを、屋外の地
面よりも屋内の床面の方が高い住宅家屋に設置した場合には、そのブラインドの上方部分
だけをチルトオープン状態にすれば、屋内の住人は屋外を自由に眺めることができるのに
対し、屋外の他者はそのチルトオープン状態となっている上方部分を透して屋内を覗き見
ることのできる高所に達しない限り、屋内を明瞭に見ることはできなくなる。
【０００６】
　プライバシーの確保や直射日光の遮断に加えて、更に、この種の分割可能型ブラインド
（選択的傾動型ブラインドともいう）には、外光調節という有用な機能もあり、それによ
って、間接外光を屋内へ入れつつ、或いは、屋外の景色を自由に眺められる状態を維持し
つつ、室内の家具、敷物、床板、等々に直射日光があたることによる紫外線劣化を低減す
ることができる。このことは、窓の形成箇所の上方に屋根が突き出している家屋や、窓の
形成箇所において壁が部分的に引っ込んでいるために屋根が突き出す形となっている家屋
にとって、特に有用である。
【０００７】
　また場合によっては、スラットを傾動させてブラインドをチルトクローズド状態とした
ときに、それらスラットの傾斜方向がスラット一枚おきに交互に、一方の傾斜方向（例え
ば室内側アップの傾斜方向）と他方の傾斜方向（室内側ダウンの傾斜方向）とになるよう
にすることが望まれることもある。そうすることによって、そのブラインドは、チルトク
ローズド状態としたときに、見た目の美しい「プリーツ風」（ときに「ティファニー風」
とも呼ばれる）の外観を呈するものとなる。
【発明の概要】
【課題を解決するための手段】
【０００８】
　１つの実施の形態のブラインドシステムでは、ユーザが、ブラインド全体をチルトオー
プン状態ないしチルトクローズド状態とすることもでき、また、選択的傾動によってブラ
インドのある部分をチルトオープン状態とし、同時に別の部分をチルトクローズド状態と
することもできるようになっている。
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【０００９】
　別の実施の形態のブラインドシステムでは、ユーザが、ブラインドをチルトクローズド
状態にするときには、スラットを、従来のブラインドと同様に（室内側アップと室内側ダ
ウンとのいずれのスラット傾斜方向にも）傾動させることができ、一方、ブラインドをチ
ルトオープン状態にするときには、スラットを、スラット間隔（ピッチ）が標準ピッチの
２倍の大きさのダブルピッチ配列にすることができるようになっている。
【００１０】
　また別の実施の形態のブラインドシステムでは、ユーザが、ブラインドをチルトオープ
ン状態にするときには、スラットを、従来のブラインドと同様に傾動させることができ、
一方、ブラインドをチルトクローズド状態にするときには、スラットの傾斜方向がスラッ
ト一枚おきに交互になるようにする（例えばある１枚のスラットの傾斜方向が室内側アッ
プになるならば、その次のスラットの傾斜方向が室内側ダウンになるようにする）ことに
よって、「プリーツ風」の外観とすることができるようになっている。
【００１１】
　本発明の様々な実施の形態のうちには、複数個のドラム部材を備え、そして複数本の傾
動ケーブル及び／または複数本の駆動用コードを、夫々に異なったドラム部材に結合した
ものがある。尚、傾動ケーブルと駆動用コードとはいずれも、ブラインドのスラットを駆
動するためのものであるため、本明細書においては「傾動ケーブル」という用語と「駆動
用コード」という用語をときに同義語として使用することがある。
【００１２】
　傾動機構のうちには、互いに同軸的に配置されてハウジングに取付けられた２個のドラ
ム部材と、それらドラム部材の回転軸心に沿って延在する傾動ロッドとを備えたものがあ
る。この傾動ロッドはドラム駆動部材に係合しており、更にそのドラム駆動部材が、巻取
部材として機能する２個のドラム部材のどちらかに係合する。
【００１３】
　別の傾動機構として、互いに同軸的ではなく実質的に互いに並列的に配置された２個の
ドラム部材を備えたものがある。それら２個のドラム部材は、それらドラム部材の夫々の
回転軸心に沿って延在している個別の傾動ロッドによって個別に駆動される。
【００１４】
　また別の傾動機構として、ただ１個だけのドラム部材を備えたものがあり、そのドラム
部材は２つの偏心体を備えている。
【００１５】
　傾動ケーブル（または駆動用コード）をドラム部材のどの位置にどのように止着するか
によって、また、傾動ケーブル（または駆動用コード）をどのような延在経路に沿ってド
ラム部材に取回すかによって、様々に異なる機能が得られる。
【図面の簡単な説明】
【００１６】
【図１】本発明の第１の実施の形態に係るブラインドシステムの斜視図であり、ブライン
ドの上方に、ヘッドレールの中に収容されている機構を部分的に分解した分解斜視図を併
せて示した。
【図２】図１に示した２台の傾動ステーションのうちの一方の傾動ステーションの斜視図
であり、図を見易くするためにハウジングを除去して示した図である。
【図３】図２に示した傾動ステーションの分解斜視図である。
【図３Ｂ】図２に示した傾動ステーションを回転軸心を含む鉛直面で切断して示した斜視
図である。
【図４】図３に示した２個のドラム部材のうちの一方のドラム部材の斜視図である。
【図５】図４に示したドラム部材の反対側の端部を示した斜視図である。
【図６】図５に示したドラム部材の端面図である。
【図７】図３に示した２個のドラム部材のうちの他方のドラム部材の斜視図である。
【図８】図７に示したドラム部材の反対側の端部を示した斜視図である。
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【図９】図３に示した傾動ステーションのハウジングの斜視図である。
【図１０】図９に示したハウジングの他方の端部を低い角度から見た斜視図である。
【図１１】図３に示した傾動ステーションのドラム駆動部材の斜視図である。
【図１２】図１１に示したドラム駆動部材の他方の端部を示した斜視図である。
【図１３】図３に示した２個のドラム部材と、ドラム駆動部材と、連結スプリングとを組
付けるプロセスを説明した一連の斜視図のうちの第１の斜視図である。
【図１４】図３に示した２個のドラム部材と、ドラム駆動部材と、連結スプリングとを組
付けるプロセスを説明した一連の斜視図のうちの第２の斜視図である。
【図１５】図３に示した２個のドラム部材と、ドラム駆動部材と、連結スプリングとを組
付けるプロセスを説明した一連の斜視図のうちの第３の斜視図である。
【図１６】図５に示したドラム部材の断面図である。
【図１７】図３に示した２個のドラム部材と、ドラム駆動部材と、連結スプリングとを組
付けるプロセスの後段部分を説明した一連の斜視図のうちの第１の斜視図である。
【図１８】図３に示した２個のドラム部材と、ドラム駆動部材と、連結スプリングとを組
付けるプロセスの後段部分を説明した一連の斜視図のうちの第２の斜視図である。
【図１９】図３に示した２個のドラム部材と、ドラム駆動部材と、連結スプリングとを組
付けるプロセスの後段部分を説明した一連の斜視図のうちの第３の斜視図である。
【図２０】図１のブラインドを部分的に破断して図示した模式的斜視図であり、同ブライ
ンドをダブルピッチ型ブラインドとして構成した場合の、２個のドラム部材のポジション
と、複数本の傾動ケーブルの延在経路とを示しており、また更に、２個のドラム部材の回
転角度位置の間の相対関係をより明瞭に示すために、それらドラム部材の対応する端面図
を併せて示した。
【図２１】図２０と同様の図であるが、ただしブラインドの状態を、スラット傾斜方向が
室内側ダウンのチルトクローズド状態にしたときの、ブラインドのスラットの位置及び姿
勢と、２個のドラム部材のポジションとを示した図である。
【図２２】図２０と同様の図であるが、ただしブラインドの状態を、スラット傾斜方向が
室内側アップのチルトクローズド状態にしたときの、ブラインドのスラットの位置及び姿
勢と、２個のドラム部材のポジションとを示した図である。
【図２３】図１のブラインドを部分的に破断して図示した模式的斜視図であり、ブライン
ドのある部分をチルトオープン状態とし、同時に他の部分をチルトクローズド状態とする
ような傾動形態が可能なように同ブラインドを構成した場合の、２個のドラム部材のポジ
ションと、複数本の傾動ケーブルの延在経路とを示しており、また更に、２個のドラム部
材の回転角度位置の間の相対関係をより明瞭に示すために、それらドラム部材の対応する
端面図を併せて示した。
【図２４】図２３と同様の図であるが、ただしブラインドの状態を、スラット傾斜方向が
室内側アップのチルトクローズド状態にしたときの、ブラインドのスラットの位置及び姿
勢と、２個のドラム部材のポジションとを示した図である。
【図２５】図２３と同様の図であるが、ただしブラインドの下方部分の状態を、スラット
傾斜方向が室内側ダウンのチルトクローズド状態にし、その一方で、ブラインドの上方部
分の状態をチルトオープン状態に維持したときの、ブラインドのスラットの位置及び姿勢
と、２個のドラム部材のポジションとを示した図である。
【図２６】図１のブラインドを部分的に破断して図示した模式的斜視図であり、同ブライ
ンドをプリーツ風ダブルピッチ型ブラインドとして構成した場合の、２個のドラム部材の
ポジションと、複数本の傾動ケーブルの延在経路とを示しており、また更に、２個のドラ
ム部材の回転角度位置の間の相対関係をより明瞭に示すために、それらドラム部材の対応
する端面図を併せて示した。
【図２７】図２６と同様の図であるが、ただしブラインドの状態を、一方の方向へプリー
ツ風クローズド状態にしたときの、ブラインドのスラットの位置及び姿勢と、２個のドラ
ム部材のポジションとを示した図である。
【図２８】図２７と同様の図であるが、ただしブラインドの状態を、図２７の方向とは反
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対の方向へプリーツ風クローズド状態にしたときの、ブラインドのスラットの位置及び姿
勢と、２個のドラム部材のポジションとを示した図である。
【図２９】本発明の別の実施の形態に係るブラインドシステムの斜視図であり、ブライン
ドの上方に、ヘッドレールの中に収容されている機構を部分的に分解した分解斜視図を併
せて示した。
【図３０】図２９に示したブラインドのインデックスギヤ機構の斜視図である。
【図３１】図３０に示したインデックスギヤ機構の分解斜視図である。
【図３２】図３０に示したインデックスギヤ機構を部分的に分解した分解斜視図である。
【図３３】図３２における３３－３３線に沿った断面図である。
【図３４】図３１に示したインデックスギヤ機構のハウジングカバーの斜視図である。
【図３５】図３１に示したインデックスギヤ機構の２個の被動ギヤのうちの一方の被動ギ
ヤの斜視図である。
【図３６】図３１に示したインデックスギヤ機構のインデックスギヤの斜視図である。
【図３７】図２９のブラインドの２台の傾動ステーションのうちの一方の傾動ステーショ
ンの斜視図である。
【図３８】図３７に示した傾動ステーションの分解斜視図である。
【図３９】図３７に示した傾動ステーションの２個のドラム部材のうちの一方のドラム部
材の斜視図である。
【図４０】図３７に示した傾動ステーションのハウジングの斜視図である。
【図４１】図２９のブラインドを部分的に破断して図示した模式的斜視図であり、同ブラ
インドをダブルピッチ型ブラインドとして構成した場合の、２個のドラム部材のポジショ
ンと、複数本の傾動ケーブルの延在経路とを示しており、また更に、２個の被動ギヤの回
転角度位置の間の相対関係をより明瞭に示すために、インデックスギヤ機構の対応する図
を併せて示した。
【図４２】図４１と同様の図であるが、ただしブラインドの状態を、スラット傾斜方向が
室内側ダウンのチルトクローズド状態にしたときの、ブラインドのスラットの位置及び姿
勢と、２個のドラム部材のポジションと、インデックスギヤ機構のポジションとを示した
図である。
【図４３】図４２と同様の図であるが、ただしブラインドの状態を、スラット傾斜方向が
室内側アップのチルトクローズド状態にしたときの、ブラインドのスラットの位置及び姿
勢と、２個のドラム部材のポジションと、インデックスギヤ機構のポジションとを示した
図である。
【図４４】図２９のブラインドを部分的に破断して図示した模式的斜視図であり、ブライ
ンドのある部分をチルトオープン状態とし、同時に他の部分をチルトクローズド状態とす
るような傾動形態が可能なように同ブラインドを構成した場合の、２個のドラム部材のポ
ジションと、複数本の傾動ケーブルの延在経路とを示しており、また更に、２個の被動ギ
ヤの回転角度位置の間の相対関係をより明瞭に示すために、インデックスギヤ機構の対応
する図を併せて示した。
【図４５】図４４と同様の図であるが、ただしブラインドの下方部分の状態をスラット傾
斜方向が室内側ダウンのチルトクローズド状態とし、ブラインドの上方部分の状態をチル
トオープン状態に維持したときの、ブラインドのスラットの位置及び姿勢と、２個のドラ
ム部材のポジションと、インデックスギヤ機構のポジションとを示した図である。
【図４６】図４４と同様の図であるが、ただしブラインドの上方部分の状態をスラット傾
斜方向が室内側アップのチルトクローズド状態とし、ブラインドの下方部分の状態をチル
トオープン状態に維持したときの、ブラインドのスラットの位置及び姿勢と、２個のドラ
ム部材のポジションと、インデックスギヤ機構のポジションとを示した図である。
【図４７】図２９のブラインドを部分的に破断して図示した模式的斜視図であり、同ブラ
インドをプリーツ風ダブルピッチ型ブラインドとして構成した場合の、２個のドラム部材
のポジションと、複数本の傾動ケーブルの延在経路とを示しており、また更に、２個の被
動ギヤの回転角度位置の間の相対関係をより明瞭に示すために、インデックスギヤ機構の
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対応する図を併せて示した。
【図４８】図４７と同様の図であるが、ただしブラインドの状態を、一方の方向へプリー
ツ風クローズド状態にしたときの、ブラインドのスラットの位置及び姿勢と、２個のドラ
ム部材のポジションと、インデックスギヤ機構のポジションとを示した図である。
【図４９】図４７と同様の図であるが、ただしブラインドの状態を、図４８の方向とは反
対の方向へプリーツ風クローズド状態にしたときの、ブラインドのスラットの位置及び姿
勢と、２個のドラム部材のポジションと、インデックスギヤ機構のポジションとを示した
図である。
【図５０】本発明の別の実施の形態に係るブラインドシステムの斜視図であり、同ブライ
ンドの状態を、ダブルピッチ配列のオープン状態にしたところを示した図である。
【図５１】図５０のブラインドの斜視図であり、ブラインドの上方に、ヘッドレールの中
に収容されている機構を部分的に分解した分解斜視図を併せて示した。
【図５２】図５０のブラインドの斜視図であり、同ブラインドの状態を、スラット傾斜方
向が室内側ダウンのチルトクローズド状態にしたところを示した図である。
【図５３】図５０のブラインドの斜視図であり、同ブラインドの状態を、スラット傾斜方
向が室内側アップのチルトクローズド状態にしたところを示した図である。
【図５４】図５１に示した２台の傾動ステーションのうちの一方の傾動ステーションの斜
視図である。
【図５５】図５４に示した傾動ステーションの分解斜視図である。
【図５６】図５５に示した傾動ステーションのドラム部材の側面図である。
【図５７】図５５に示したワッシャ型ストッパ部材の背面側の斜視図である。
【図５８】図５５に示した傾動ステーションのハウジングの図５５とは反対側の端部の斜
視図である。
【図５９】図５０のブラインドの５９－５９線に沿った模式的断面図（ただし図を見易く
するために、ハウジング及びヘッドレールは不図示とした）であり、同ブラインドをダブ
ルピッチ型ブラインドとして構成した場合の、ドラム部材のポジションと、複数本の傾動
ケーブルの延在経路とを示した図である。
【図６０】図５９に示したドラム部材の詳細図であり、複数本の傾動ケーブルの延在経路
を示した図である。
【図６１】図５９と同様の模式図であり、ただしドラム部材を反時計回りに９０°回転さ
せて、ブラインドの状態を、スラット傾斜方向が室内側アップの半ば閉じたチルトクロー
ズド状態にしたところを示した図である。
【図６２】図６１に示したドラム部材の詳細図であり、複数本の傾動ケーブルの延在経路
を示した図である。
【図６３】図５９と同様の模式図であり、ただしドラム部材を反時計回りに１８０°回転
させて、ブラインドの状態を、スラット傾斜方向が室内側アップの完全に閉じたチルトク
ローズド状態（これは図５３に示した状態である）にしたところを示した図である。
【図６４】図６３に示したドラム部材の詳細図であり、複数本の傾動ケーブルの延在経路
を示した図である。
【図６５】別の実施の形態に係るドラム部材の斜視図であり、このドラム部材は図５６に
示したドラム部材に類似しているが、本発明の別の実施の形態に係る傾動ステーションに
用いるドラム部材である。
【図６６】図６５に示したドラム部材の側面図である。
【図６７】図６６における６７－６７線に沿った断面図である。
【図６８】図６６における６８－６８線に沿った断面図である。
【図６９】図６６における６９－６９線に沿った断面図である。
【図７０】図６６における７０－７０線に沿った断面図である。
【図７１】図５０のブラインドに類似しているが、ただし図６５に示したドラム部材を用
いたブラインドの破断斜視図であり、同ブラインドの状態を、ダブルピッチ配列のオープ
ン状態にしたときの、ドラム部材のポジションと、複数本の傾動ケーブルの延在経路とを
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示した図である。
【図７２】図７１における７２－７２線に沿った模式的詳細断面図である（ただし図を見
易くするために、ヘッドレール、傾動ステーションのハウジング、それに、一連の上側ス
ラットに対応した傾動ケーブルは不図示とした）。
【図７３】図７１における７３－７３線に沿った模式的詳細断面図である（ただし図を見
易くするために、ヘッドレール、傾動ステーションのハウジング、それに、一連の下側ス
ラットに対応した傾動ケーブルは不図示とした）。
【図７４】図７１のブラインドの破断斜視図であり、ただし、同ブラインドの状態を、ス
ラット傾斜方向が室内側ダウンの半ば閉じたチルトクローズド状態にしたときの、ドラム
部材のポジションと、複数本の傾動ケーブルの延在経路とを示した図である。
【図７５】図７４における７５－７５線に沿った模式的詳細断面図である（ただし図を見
易くするために、ヘッドレール、傾動ステーションのハウジング、それに、一連の上側ス
ラットに対応した傾動ケーブルは不図示とした）。
【図７６】図７４における７６－７６線に沿った模式的詳細断面図である（ただし図を見
易くするために、ヘッドレール、傾動ステーションのハウジング、それに、一連の下側ス
ラットに対応した傾動ケーブルは不図示とした）。
【図７７】図７１のブラインドの破断斜視図であり、ただし、同ブラインドの状態を、ス
ラット傾斜方向が室内側ダウンの完全に閉じたチルトクローズド状態にしたときの、ドラ
ム部材のポジションと、複数本の傾動ケーブルの延在経路とを示した図である。
【図７８】図７７における７８－７８線に沿った模式的詳細断面図である（ただし図を見
易くするために、ヘッドレール、傾動ステーションのハウジング、それに、一連の上側ス
ラットに対応した傾動ケーブルは不図示とした）。
【図７９】図７７における７９－７９線に沿った模式的詳細断面図である（ただし図を見
易くするために、ヘッドレール、傾動ステーションのハウジング、それに、一連の下側ス
ラットに対応した傾動ケーブルは不図示とした）。
【図８０】ペア型ウェブ部の当初形成位置を図７０と同様に図示すると共に、当初形成位
置から径方向外方に変位させたペア型ウェブ部の変更後形成位置を仮想線で示した図であ
る。
【図８１】ペア型ウェブ部の当初形成位置を図８０と同様に図示すると共に、当初形成位
置から延在角度を変化させたペア型ウェブ部の変更後形成位置を仮想線で示した図である
。
【発明を実施するための形態】
【００１７】
単一傾動ロッドを備えた同軸型ドラム機構
　図１に示したブラインド１０は、ヘッドレール１２と、一連のスラット１４とを備えて
いる。一連のスラット１４は、複数本の傾動ケーブル１６とそれら傾動ケーブル１６に付
随する複数本のクロスコード１６ｔ（図２０参照）とによって、ヘッドレール１２から吊
下されており、それら複数本の傾動ケーブル１６と複数本のクロスコード１６ｔとは、そ
れらが組合わさることでラダーテープを構成している。ボトムスラット（ボトムレールと
もいう）１８の底部に、複数本の昇降操作用コード２０が止着されている。ボトムスラッ
ト１８は通常、その他のスラット１４より大きな重量を有する。幾多の周知構造がそうで
あるように、昇降操作用コード２０は、一連のスラット１４に形成されている夫々の挿通
孔に挿通され、ヘッドレール１２の内部を通され、そして、コードロック機構２２から外
部へ引出されている。傾動操作用コード２４は、コード駆動式傾動機構２６を操作するた
めのコードであり、このコード駆動式傾動機構２６が、傾動ロッド２８をその長手方向軸
心を中心として回転させることによって、傾動ステーション３０が駆動される。以上の構
成において、複数本の傾動ケーブル１６は、２組の傾動ケーブルセットを構成しており、
図２０では参照符号を以下のように使用して、個々の傾動ケーブル１６を区別している。
　「１６」は傾動ケーブルであることを表す共通参照符号である。
　「ａ」という添字は第１組の傾動ケーブルセットに含まれる傾動ケーブルであることを
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表しており、「ｂ」という添字は第２組の傾動ケーブルセットに含まれる傾動ケーブルで
あることを表している。
　「ｆ」という添字は前面側（室内側）の傾動ケーブルであることを表しており、「ｒ」
という添字は背面側（窓側、壁側）の傾動ケーブルであることを表している。
【００１８】
　尚、場合によっては、第２組の傾動ケーブルセットを備えていない構成とすることもあ
り得る。また、場合によっては（例えば図２３の構成とする場合など）、駆動用傾動ケー
ブルを備えた構成とすることもあり（例えば図２３の構成）、その場合には、駆動用傾動
ケーブルを参照符号１６ｘで表す。駆動用傾動ケーブル１６ｘは、その他の傾動ケーブル
１６と平行に延在して、その他の傾動ケーブル１６のうちの１本に結合される傾動ケーブ
ルであり、その結合は、両者を結び合わせることにより行うこともあり（図２３の結び目
３２参照）、また、その他の適宜の止着手段を用いて行うこともあり、例えば結び目３２
の位置に、結び目３２に替えて、米国特許第６８４５８０２号（発明の名称：Selective 
Tilting Arrangement for a Blind System for Coverings for Architectural Openings
（建築物の開口部を覆うブラインドシステムのための選択的傾動機構））に詳述されてい
るクリップ式止着具を用いるようにしてもよく、同米国特許の開示内容はこの言及をもっ
て本願開示に組込まれたものとする。また、以上に示した実施の形態では、傾動ロッド２
８を駆動する駆動機構として、コード駆動式傾動機構２６（この機構については、カナダ
特許第２２０６９３２号（発明者：Anderson、出願日：１９９７年１２月４日）に詳述さ
れており、同カナダ特許の開示内容はこの言及をもって本願開示に組込まれたものとする
）が使用されているが、例えばワンド式傾動機構や電動式傾動機構などの、その他の種類
の駆動機構を使用してもよい。
【００１９】
　図２及び図３を参照して概要を説明すると、傾動ステーション３０は、第１ドラム部材
３４、第２ドラム部材部材３６、ドラム駆動部材３８、連結スプリング４０、ハウジング
４２、及びハウジングカバー４４を備えている。
【００２０】
　図４、図５、図６、及び図１６を参照して説明すると、それらの図に示した第１ドラム
部材３４は、互いに同心的な２つの円筒壁部４６、４８を備えており、それら円筒壁部４
６、４８は中央のウェブ部５０を介して互いに連結している。外側円筒壁部４６には、軸
心方向に延在する２つのスロット状開口５２と、軸心方向に突出したストッパ突起５４と
が形成されており、２つのスロット状開口５２の間の角度間隔は約１２０°であり、スト
ッパ突起５４と一方のスロット状開口５２との間の角度間隔は約６０°である。
【００２１】
　内側円筒壁部４８は、その軸心方向の略々中間の位置で、その全周のうちのかなりの部
分が急に拡径しており、その拡径した部分によって、内側円筒壁部大径部５８が画成され
ている。また、それによって、三日月形フランジ部５６（図６参照）が画成されている。
三日月形フランジ部５６は、内側円筒壁部４８の全周のうちの約２２０°の角度範囲に亘
って延在し、その両端には、径方向に延在する肩部６０、６２が形成されている。後に詳
述するように、三日月形フランジ部４６は、傾動ステーション３０の内部に装備されるド
ラム駆動部材３８を適切に位置付けて収容するためのものであり、また、肩部６０、６２
は、そのドラム駆動部材３８が２個のドラム部材３４、３６の各々を回転駆動することが
できるようにするためのものである。ウェブ部５０には貫通孔５４（図６参照）が形成さ
れている。この貫通孔６４は、ドラム部材３４、３６に連結スプリング４０を取付けるた
めに形成されており、これについても後に詳述する。
【００２２】
　図７及び図８について説明すると、それらの図に示した第２ドラム部材３６は、上で説
明した第１ドラム部材３４と殆ど同一構造であり、第１ドラム部材３４と唯一異なってい
る点は、この第２ドラム部材３６は軸心方向に延展して外周を一周しているリング部６６
を備えていることである。リング部６６は、その内径寸法が、外側円筒壁部６７の外径寸
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法より僅かに大きい。リング部６６は、第２ドラム部材３６の両端部のうち、スロット状
開口５２及びストッパ突起５４が形成されている側の端部とは反対側の端部にだけ備えら
れており、このリング部６６が備えられている方の端部をもって第２ドラム部材３６の内
端６８と称し、他方の端部を外端７０と称する。また第１ドラム部材３４についても、そ
の両端部を内端７２及び外端７４と称する。２個のドラム部材３４、３６が互いに組付け
られた状態にあるときには、第２ドラム部材３６のリング部６８が第１ドラム部材３４の
内端７２の外周に嵌合しており、それによって、傾動ケーブル１６が第１ドラム部材３４
と第２ドラム部材３６との間の隙間に落ち込むことが防止されており、これについては後
の説明で更に詳述する。
【００２３】
　図１１及び図１２について説明すると、それらの図に示した円筒形状のドラム駆動部材
３８は、断面形状が非円形の軸孔７６を備えており、この軸孔７６に傾動ロッド２８が挿
通されて係合することによって、傾動ロッド２８が回転したときにドラム駆動部材３８が
回転するようにしてある。ドラム駆動部材３８は更に、軸心方向に延在する角形キー７８
を備えており、この角形キー７８は、ドラム駆動部材３８の両端部の中間に設けられてい
る。ドラム駆動部材３８の長さは、互いに組付けられた２個のドラム部材３４、３６から
成るドラムアセンブリの長さより僅かに短くなるようにしてあり、それによって、ドラム
駆動部材３８の両端部が、そのドラムアセンブリの両端から外部へ延出するようにしてあ
る。また、ドラムアセンブリから延出したドラム駆動部材３８の両端部をハウジング４２
の支承部９６、９８で支承することによって、ドラムアセンブリを回転可能に支持するよ
うにしており、これについては後に詳述する。角形キー７８の長さは、２個のドラム部材
３４、３６を互いに組付けたときの、第１ドラム部材３４のフランジ部５６から、第２ド
ラム部材３６のフランジ部５６までの寸法と略々等しくなるようにしてある。ドラム駆動
部材３８の外径寸法は、第１ドラム部材３４及び第２ドラム部材３６の内側円筒壁部４８
の内径寸法より僅かに小さくしてある。後に詳述するように、ドラム駆動部材３８を２個
のドラム部材３４、３６の中に嵌装することによって、このドラム駆動部材３８がそれら
２個のドラム部材３４、３６の中に収容され、且つ、それらドラム部材３４、３６に対し
て同心的な位置関係となるようにしてある。キー７８は、傾動ロッド２８の回転方向に応
じて、ドラム部材３４、３６の肩部６０、６２に選択的に係合し、これについては後に更
に詳細に説明する。
【００２４】
　図３に示したように、また後に更に詳細に説明するように、連結スプリング４０は軸心
方向に延在する両端部８０、８２を有しており、それら２つの端部８０、３２が、夫々、
第１ドラム部材３４のウェブ５０の開口６４と、第２ドラム部材３６のウェブ部５０の開
口６４とに挿入されることによって、第１ドラム部材３４と第２ドラム部材３６とが互い
に連結されると共に、それらドラム部材３４、３６がドラム駆動部材３８のキー７８に、
予荷重をもって押し付けられるようにしてある。また、図３Ｂに示したように、この連結
スプリング４０のコイル部は、２個のドラム部材３４、３６の、外側円筒壁部４６と、内
側円筒壁部４８の大径部５８と、ウェブ部５０との間に画成される空間に収容される。
【００２５】
　図１３～図１５、及び図１７～図１９に、２個のドラム部材３４、３６と、ドラム駆動
部材３８と、スプリング４０とを互いに組付けるプロセスを示した。図１３に示したよう
に、第１ステップでは、スプリング４０の端部８２を第２ドラム部材３６の開口６４（図
６参照）に挿入する。次のステップ（図１４）では、ドラム駆動部材３８を第２ドラム部
材３６の内側円筒壁部４８に挿入し、キー７８の一方の端部が第２ドラム部材３６のフラ
ンジ部５６に当接するまでその端部を押し込む。次に、第１ドラム部材３４の組付けを行
い、それには、スプリング４０の他方の端部８０を第１ドラム部材３４の開口６４に挿入
する。更に、２個のドラム部材３４、３６を互いに組付けるようにし、それによって、そ
れらドラム部材３４、３６の内端７２、６８どうしが互いに当接し、且つ、第２ドラム部
材３６のリング部６６が第１ドラム部材３４の内端７２の外周に嵌合するようにする（図
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１７参照）。
【００２６】
　続く次のステップにおいては、第１ドラム部材３４の開口６４と第２ドラム部材３６の
開口６６とから夫々突出しているスプリング４０の端部８０、８２を折り曲げて、それら
端部８０、８２を夫々のドラム部材３４、３６に止着する。それには、工具８４（図１７
に示したような工具）を使用してもよく、或いは、先細プライヤーやマイナスドライバー
などの公知の手段を用いてそれら端部８０、８２を単に折り曲げるようにしてもよい。以
上によって、２個のドラム部材３４、３６が互いに組付けられてアセンブリとされ、その
アセンブリの中には、連結スプリング４０とドラム駆動部材３８とが収容されている。連
結スプリング４０は、２個のドラム部材３４、３６を互いに連結した状態に保持している
（なぜならば、スプリング４０の端部８０、８２を横方向へ折り曲げて、それらドラム部
材３４、３６から外れないようにしてあるからである）。
【００２７】
　続く次のステップ（図１８参照）においては、２個のドラム部材３４、３６が、ドラム
駆動部材３８のキー７８に予荷重をもって押し付けられた状態にする。それには、２個の
ドラム部材３４、３６を夫々に手で掴み、それらドラム部材３４、３６を互いから引き離
すように引っ張ることで、それらドラム部材３４、３６のうちの一方をキー７８の端部か
ら完全に離れるまで軸心方向に移動させる。続いて、第１ドラム部材３４を第２ドラム部
材３６に対して相対的に反時計回りに３６０°回転させた上で、それらドラム部材３４、
３６を互いに当接した状態に戻して手を離す。手を離すと同時にそれらドラム部材３４、
３６は連結スプリング４０の付勢力の作用によって互いに反対方向に回転し、それにより
第１ドラム部材３４の第１肩部６０と、第２ドラム部材３６の第２肩部６２とが、夫々に
ドラム駆動部材３８のキー７８に突き当たる。以上によって、２個のドラム部材３４、３
６が、ドラム駆動部材３８のキー７８に予荷重をもって押し付けられた状態になる。
【００２８】
　図１９に示したように、２個のドラム部材３４、３６はいずれも、それらに共通する回
転軸心を中心として回転可能となっている（この共通の回転軸心は更に、ドラム駆動部材
３８の回転軸心でもある）。ここで、第２ドラム部材３６を回転させずに、第１ドラム部
材３４を（図１９の視点から見て）時計回りに回転させると、第１ドラム部材３４の第２
肩部６２がドラム駆動部材３８のキー７８に突き当たり、それによってドラム駆動部材３
８が時計回りに回転させられる。ドラム駆動部材３８が時計回りに回転すると、キー７８
が第２ドラム部材３６の第２肩部６２に突き当たり、それによって第２ドラム部材３６も
時計回りに回転させられ、その結果、ドラムアセンブリの全体が一体となって回転するこ
とになる。このドラムアセンブリの回転は、何らかのものによってその回転が阻止される
まで継続する（後に説明するように、実際に、このドラムアセンブリの回転は、第１ドラ
ム部材３４のストッパ突起５４または第２ドラム部材３６のストッパ突起５４が、ハウジ
ング４２に設けられているストッパ段部のうちの１つに当接したときに、阻止されること
になる）。
【００２９】
　一方、第１ドラム部材３４を反時計回りに回転させると、この第１ドラム部材３４の第
２肩部６２がキー７８から離れる方向へ移動するため、第２ドラム部材３６を回転させる
ことなく第１ドラム部材３４を第２ドラム部材３６に対して相対的に回転させることがで
きる。ただしそうするためには、ユーザは連結スプリング４０の予荷重による回転力に打
ち克つ力を加える必要がある。
【００３０】
　第２ドラム部材３６に関しても、図１９の視点とは反対側から見るならば、以上の状況
と全く同じ状況が発生する。即ち、第２ドラム部材３６を、図１９の背面側から見て時計
回りに回転させるときには必ずドラムアセンブリの全体が一体となって回転し、一方、第
２ドラム部材３６を反時計回りに回転させるときには、第１ドラム部材３４を回転させる
ことなく第２ドラム部材３６を回転させることができるが、ただしそうするためには、ユ
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ーザは連結スプリング４０の予荷重による回転力に打ち克つ力を加える必要がある。本明
細書の以後の説明においては、スプリング４０の予荷重による回転力に打ち克つ外力が作
用していないときのドラム部材３４、３６のポジションを、傾動ステーション３４の中立
ポジションと称する。従って、この中立ポジションとは、第１ドラム部材３４の第２肩部
６２がキー７８に当接すると共に、第２ドラム部材３６の第２肩部６２もキー７８に当接
しているときのポジションである。
【００３１】
　図３、図９、及び図１０について説明すると、ハウジング４２は、２つの側壁部６８、
８８と、２つの端壁部９０、９２と、底壁部９４とを備えている。端壁部９０、９２には
夫々にＵ字形の支承部９６、９８が形成されており、それら支承部９６、９８は、ドラム
駆動部材３８の両端部を支持することによって、ドラムアセンブリを回転可能に支持する
ものである。端壁部９０、９２を構成している平板部から約４５°の角度を成してアーム
部１００、１０２が延出しており、それらアームはドラム駆動部材３８を貫通して延在す
る傾動ロッド２８の中心線の上方を延在しており、これによって、ドラムアセンブリがハ
ウジング４２から上方へ抜け出して外れることが防止されている。ドラム部材３４、３６
の内側円筒壁部４８の端部の径は、支承部９６、９８の円弧部の径より大きくしてあり、
一方、ドラム部材３４の内側円筒壁部４８の端部からドラム部材３６の内側円筒壁部の端
部までの距離は、２つの支承部９６、９８の間の間隔よりほんの僅かに小さくしてある。
そのため、ドラム部材３４、３６が軸心方向に変位したならば、一方のドラムの内側円筒
壁部４８が支承部９６、９８の一方に当接し、それによって、ドラム部材３４、３６が軸
心方向の一方へ過度の変位することが防止されている。
【００３２】
　各々の支承部９６、９８の両側に１つずつの段部１１０、１１２が形成されており（そ
れら段部は図３に最も見やすく示されており、同図には一方の端壁部９２に形成された段
部だけが示されているが、反対側の端壁部９０にも同様に段部が形成されている）、それ
ら段部１１０、１１２のうち、高位置の段部１１０は低位置の段部１１２と比べて引っ込
み量が小さい（底壁部からの高さが高い）。それら段部１１０、１１２は、対応するドラ
ム部材３４、３６のストッパ突起５４と協働して、ドラム部材３４、３６が夫々の方向に
自由に回転できる角度範囲を制限するストッパ段部として機能するものである。このスト
ッパ段部の機能については後に更に詳細に説明する。
【００３３】
　ハウジング４２の底壁部９４には、２つの細長いスロット状開口１０４、１０６と、そ
れらより長さの短い矩形の開口１０８とが形成されている。２つの細長いスロット状開口
１０４、１０６は、夫々、正面側傾動ケーブルと、背面側傾動ケーブルとを、ハウジング
４２から引出すための開口であり、ハウジング４２から引出されたそれら傾動ケーブルは
更に、ヘッドレール１２に形成されているそれら傾動ケーブルに対応した開口（不図示）
を通してヘッドレール１２から引出される。長さの短い矩形の開口１０８は、昇降操作用
コード２０をハウジング４２から引出すための開口である。
【００３４】
　図３及び図３Ｂについて説明すると、ハウジングカバー４４は、ハウジング４２に上方
から被せるように嵌合してスナップ式に止着できるようにしてある。ハウジング４２にハ
ウジングカバー４４が嵌合されて止着されることにより、ハウジング４２が変形しにくく
なると共に、傾動ケーブル１６が（例えばブラインド１０のスラット１４が直接手で持上
げられるなどして）緩んだときに、傾動ケーブル１６が絡まったりドラム部材３４、３６
から外れたりすることが防止される。
【００３５】
　図１及び図３について説明すると、図１３～図１９に示したようにしてドラムアセンブ
リの組立てが完了し、予荷重がかかった状態のドラムアセンブリが出来上がったならば、
そのドラムアセンブリをハウジング４２の中に装着して、ハウジング４２の支承部９６、
９８がドラム駆動部材３８の両端部を回転可能に支持するようにする。続いて、傾動ロッ
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ド２８をドラム駆動部材３８の軸孔７６に挿通し、その傾動ロッド２８の一端を、図１に
示したようにコード駆動式傾動機構２６に連結する。また通常は、１本の傾動ロッド２８
に２台以上の傾動ステーション３０を取付けて傾動駆動アセンブリを構成し、そのように
構成した傾動駆動アセンブリの全体を、ブラインド１０のヘッドレール１２の中に装着す
る。
【００３６】
　更に、傾動駆動アセンブリ（傾動ステーション）をヘッドレール１２に装着する前また
は装着した後の適当な時点で、複数本の傾動ケーブル１６をドラム部材３４、３６に結合
し、その際には、それら傾動ケーブル１６を、ブラインドの動作形態を所望の形態とする
ために必要とされる延在経路に沿って取回すようにし、この傾動ケーブル１６の延在経路
については後に更に詳細に説明する。傾動ケーブル１６をドラム部材３４、３６に結合す
るには、先ず、結合しようとする傾動ケーブル１６の端部にコブ部（例えば結び目やビー
ズなど）を設け、そして、そのコブ部を、ドラム部材３４、３６の外側円筒部に形成され
ているスロット状開口５２のうちの、その傾動ケーブル１６を結合しようとするスロット
状開口５２に挿入してそのスロット状開口５２の裏側に引っ掛け、その傾動ケーブル１６
のコブ部以外の部分をそのスロット状開口５２から外へ引出すようにする。傾動ケーブル
１６のコブ部は、傾動ケーブル１６が引っ張られたときにドラム部材３４、３６から抜け
てしまうのを防止するものであり、また、傾動ケーブル１６をドラム部材３４、３６に迅
速且つ好適に結合できるようにするものである。
【００３７】
同軸型ドラム機構を用いてダブルピッチ型ブラインドとして構成した実施の形態
　図２０～図２２に、典型的なダブルピッチ型ブラインドとして構成した実施の形態にお
ける傾動ケーブルの延在経路を示した。それら３つの図、並びにそれら以降のそれらに類
似した全ての図において、傾動ケーブル１６の延在経路とドラム部材３４、３６のポジシ
ョンとを、ブラインド１０のスラット１４の対応する姿勢に関連付けて示した（このよう
にしたのは、特に、ドラム部材３４、３６に夫々の傾動ケーブル１６の端部を結合した結
合点の相対位置を明らかにするためである）。また、理解を容易にするために、それらの
図には、対応するドラム部材３４、３６の端面図を併せて示し、それによって、（ドラム
部材３４、３６のスロット状開口５２に結合されている）夫々の傾動ケーブル１６の結合
位置、並びにストッパ突起５４の角度位置を明示した。
【００３８】
　既述のごとく、傾動ケーブルであることを表す共通参照符号としては「１６」を使用し
ており、更に以下の添字を使用して個々の傾動ケーブルを区別している。
　「ａ」という添字は、２枚一組のスラット１４ｔ、１４ｂのうちの上側スラット１４ｔ
を支持している第１組の傾動ケーブルセットに含まれる傾動ケーブルであることを表して
いる。
　「ｂ」という添字は、２枚一組のスラット１４ｔ、１４ｂのうちの下側スラット１４ｂ
を支持している第２組の傾動ケーブルセットに含まれる傾動ケーブルであることを表して
いる。
　「ｆ」という添字は、ブラインドの室内側に配設された前面側傾動ケーブルであること
を表している。
　「ｒ」という添字は、ブラインドの壁側（窓側）に配設された背面側傾動ケーブルであ
ることを表している。
　「ｘ」という添字は、駆動用傾動ケーブルであることを表しており、駆動用傾動ケーブ
ルは通常、他の１本の傾動ケーブル１６に止着されている。
【００３９】
　図１を参照して概要を説明すると、コード駆動式傾動機構２６はウォームギヤ機構で構
成されたコード駆動式の機構であり、これについては例えば米国特許第６５６１２５２号
などに教示されており、同米国特許の開示内容はこの言及をもって本願開示に組込まれた
ものとする。ウォームにはコード用滑車が直接に連結されており、このコード用滑車がウ



(16) JP 5566285 B2 2014.8.6

10

20

30

40

50

ォームギヤ機構を駆動するようにしてあり、このウォームギヤ機構に傾動ロッド２８が連
結されている。周知のごとく、ウォームギヤ機構においては、ウォームの側からギヤを回
転させる分には、そのギヤを時計回りと反時計回りとのいずれの回転方向にも回転させる
ことができるが、ギヤの側からウォームを回転させようとする逆駆動は不可能となってい
る。即ち、ウォームギヤ機構においては、ギヤがウォームを逆駆動しようとするとき、そ
の運動は阻止される。このようにウォームギヤ機構は、傾動機構２６が逆駆動されないよ
うにするための非常に便利で適切な手段であるが、ただし、その他の手段（例えば、ラチ
ェット、ワンウェイブレーキ、それにクラッチなどに、適宜の解除機構を付加した機構な
ど）を用いた別の実施の形態としても、同様の状況を現出することができる。
【００４０】
　傾動ロッド２８をその入力端の側から（コード駆動式傾動機構２６を介して）駆動する
ときには、いずれの回転方向（時計回り方向と反時計回り方向）にも駆動することができ
るが、その出力端の側から逆駆動しようとしてもそれができないという特性は、傾動ステ
ーション３０の動作上の有用な特性であり、これについては後に更に詳細に説明する。
【００４１】
　図２０について説明すると、同図に示した第１ドラム部材３４及び第２ドラム部材３６
は中立ポジションにある（ここで再度述べておくと、中立ポジションとは、スプリング４
０の予荷重による回転力に打ち克つ外力が作用しておらず、そのため、第１ドラム部材３
４の第２肩部６２がキー７８に当接すると共に、第２ドラム部材３６の第２肩部６２もキ
ー７８に当接している状態をいう）。また、一連のスラット１４は、ダブルピッチ配列の
チルトオープン状態になっており、即ち、上下に隣り合う２枚のスラット１４ｔ、１４ｂ
が一組となって互いにぴったりと重なり合い、そして、ある２枚一組の重なり合ったスラ
ット１４ｔ、１４ｂと、それに隣接する２枚一組の重なり合ったスラット１４ｔ、１４ｂ
との間に、大きな開放領域が画成されている。この大きな開放領域の幅寸法は、スラット
が等間隔に配列されている従来のブラインドにおける通常のスラット間隔（ピッチ）の約
２倍の大きさであり、従ってこの構成では、そのスラット間隔（ピッチ）が、通常のピッ
チの約２倍の大きさ（ダブルピッチ：ｄｐ）になっている。
【００４２】
　２枚一組のスラット１４ｔ、１４ｂは上側スラット１４ｔと下側スラット１４ｂとから
成り、それらのうちの上側スラット１４ｔは、第１組の傾動ケーブルセットの前面側傾動
ケーブル１６ａｆと背面側傾動ケーブル１６ａｒとの間に亘って延在しているクロスコー
ド１６ｔにより支持されている（尚、説明の便宜上、本明細書においては、前面側傾動ケ
ーブルと、背面側傾動ケーブルと、それらの間に亘って延在する複数本のクロスコードと
から成るラダーテープの全体を指して「傾動ケーブル」と呼ぶことがある。説明に使用し
ている「傾動ケーブル」という用語が、個々の傾動ケーブルを指しているのか、それとも
ラダーテープの全体を指しているのかは、その用語を使用している文脈から明確に判断で
きるようにした）。第１組の傾動ケーブルセットの背面側傾動ケーブル１６ａｒは、傾動
ステーション３０の第１ドラム部材３４の上側に取回されて、この第１ドラム部材３４の
２本のスロット状開口のうちの一方のスロット状開口５２ａｒに止着されている（尚、ス
ロット状開口を表す共通参照符号としては、例えば図５に示したように「５２」を使用す
るが、ここでは更に添字「ａｒ」を付加した参照符号を使用しており、これは、このスロ
ット状開口５２ａｒに結合されている傾動ケーブル１６ａｒの添字に対応させたものであ
り、本明細書の全体を通して、このように添字を対応させた参照符号を使用する）。第１
組の傾動ケーブルセットの前面側傾動ケーブル１６ａｆは、第２ドラム部材３６の上側に
取回されて、この第２ドラム部材３６のスロット状開口５２ａｆに止着されている。第２
ドラム部材３６のリング部６６によって、それら傾動ケーブルが、第１ドラム部材３４と
第２ドラム部材３６との間に落ち込むことが防止されている。
【００４３】
　同様に、２枚一組のスラット１４ｔ、１４ｂのうちの下側スラット１４ｂは、第２組の
傾動ケーブルセットの前面側傾動ケーブル１６ｂｆと背面側傾動ケーブル１６ｂｒとの間
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に亘って延在しているクロスコード１６ｔによって支持されている。第２組の傾動ケーブ
ルセットの背面側傾動ケーブル１６ｂｒは、第２ドラム部材３６の上側に取回されて、こ
の第２ドラム部材３６のスロット状開口５２ｂｒに止着されている。更に、第２組の傾動
ケーブルセットの前面側傾動ケーブル１６ｂｆは、第１ドラム部材３４の上側に取回され
て、この第１ドラム部材３４のスロット状開口５２ｂｆに止着されている。
【００４４】
　全ての傾動ケーブル１６は２個のドラム部材３４、３６のいずれかに結合されている。
２個のドラム部材３４、３６が図２０に示したように「中立ポジション」にあるとき、一
連のスラット１４はダブルピッチ配列となっており、即ち、上下に隣り合う２枚のスラッ
トが一組となって上側スラット１４ｔ及び下側スラット１４ｂとして互いに重なり合い、
そして、ある２枚一組のスラット１４ｔ、１４ｂと、それに隣接する２枚一組のスラット
１４ｔ、１４ｂとの間に、大きなダブルピッチの隙間（ｄｐ）が形成されている。
【００４５】
　図１及び図２１において、２本の傾動操作用コード２４のうちの一方を引っ張ることに
よって、傾動ロッド２８を（図１及び図２１の視点から見て）時計回りに回転させること
ができる。傾動ロッド２８が時計回りに回転すると、傾動ステーション３０のドラム駆動
部材３８が（従ってキー７８が）時計回りに回転する。キー７８が回転すると、このキー
７８が第１ドラム部材３４の第１肩部６０（図５参照）を押すため、第１ドラム部材３４
も時計回りに回転する。このとき、連結スプリング４０の予荷重により第２ドラム部材３
６がキー７８へ押し付けられているため、第２ドラム部材３６もキー７８の動きに従動し
て回転しようとする。しかしながら、第２ドラム部材３６が時計回りの回転を開始すると
すぐに、この第２ドラム部材３６のストッパ突起５４が、ハウジング４２の第２ドラム部
材３６側の端壁部に形成されている高位置ストッパ段部１１０（図３参照）に当接するた
め、第２ドラム部材３６は、連結スプリング４０で付勢されているにもかかわらず、時計
回りにそれ以上回転することを阻止される。尚、当然のことながら、第２ドラム部材３６
の回転が阻止されるのであるから、ユーザは、傾動ロッド２６、ドラム駆動部材３８、及
び第１ドラム部材３４を更に回転させるためには、連結スプリング４０の付勢力に打ち克
つだけの力を加えなければならない。ユーザが傾動ロッド２８を時計回りに更に回転させ
ると、第１ドラム部材３４が更に回転して、この第１ドラム部材３４のストッパ突起５４
が、ハウジング４２の第１ドラム部材３４側の端壁部９０に形成されている低位置ストッ
パ段部１１２に突き当たり、それによって第１ドラム部材３４の回転が阻止される。こう
なった時点で、一連のスラット１４は図２１に示したように、室内側ダウンのクローズド
状態となっている。ドラム部材３４、３６の位置の変化は、図２０に示した、第１ドラム
部材３４のストッパ突起５４の初期位置（ドラム部材３４、３６が中立ポジションにある
ときの位置）と、図２１に示した、第１ドラム部材３４のストッパ突起５４の最終位置と
を比べれば、明瞭に理解することができる。図２１に示した最終位置は、第１ドラム部材
３４が時計回りに略々１８０°回転した位置である。
【００４６】
　第１組の傾動ケーブルセットの背面側傾動ケーブル１６ａｒと第２組の傾動ケーブルセ
ットの前面側傾動ケーブル１６ｂｆとが夫々結合されている第１ドラム部材３４の２つの
スロット状開口５２ａｒ、５２ｂｆも、これと同じ角度を回転した位置にあり、即ち、約
１８０°回転した位置にある。その結果、上側スラット１４ｔに対応した第１組の傾動ケ
ーブルセットの背面側傾動ケーブル１６ａｒは、πＸｒ（ここでｒはドラム部材３４の半
径である）に略々等しい長さだけ上方へ引上げられており、また、下側スラット１４ｂに
対応した第２組の傾動ケーブルセットの前面側傾動ケーブル１６ｂｆはそれと同じ長さだ
け繰出されている。他の２本の傾動ケーブル１６ａｆ、１６ｂｒは、第２ドラム部材３６
に結合されているため、実質的に移動していない。その結果、上側スラット１４ｔの前面
側（室内側）の側縁部は実質的に移動せず、一方、上側スラット１４ｔの背面側（壁側）
の側縁部は上方へ移動し、そのため上側スラット１４ｔは揺動して、スラット傾斜方向が
室内側ダウンのチルトクローズド状態に対応した姿勢を取るようになる（図２１に示した
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通りである）。同様に、下側スラット１４ｂの背面側（壁側）の側縁部は僅かに上方へ引
上げられが実質的には移動せず、その一方で、下側スラット１４ｂの前面側（室内側）の
側縁部は下方へ移動し、そのため下側スラット１４ｂは揺動して、図２１に示したように
スラット傾斜方向が室内側ダウンのチルトクローズド状態に対応した姿勢を取るようにな
る。
【００４７】
　以上を要約すれば、図２１の状態では、第２ドラム部材３６は図２０の状態から回転し
ておらず（厳密にはストッパ突起によって回転が阻止されるまでの間に極めて僅かな角度
だけ回転しているのであるが、その回転はせいぜい数°程度であって、実質的に回転して
いないといえる）、一方、第１ドラム部材３４は（図２１の左側から見て）時計回りに回
転した状態にある。そのため、図２０ではスラットがダブルピッチ配列となってフルオー
プン状態にあったブラインドが、図２１ではスラット傾斜方向が室内側ダウンのチルトク
ローズド状態になっている。第２ドラム部材３６の回転が極めて僅かであるために、ある
２枚一組のスラット１４と、それに隣接した２枚一組のスラット１４とが、互いに重なり
合う部分を持つことになり、ブラインドがチルトクローズド状態になったときには、光の
漏れる隙間は存在していない。
【００４８】
　尚、以上の説明では、ストッパ段部１１０、１１２（図３参照）の一方を高位置ストッ
パ段部１１０、他方を低位置ストッパ段部１１２と称しているが、これは、それらストッ
パ段部が図面にそのように描かれているからであり、また、この名称とすることで、それ
ら２つのストッパ段部１１０、１１２を容易に区別できることから、そのようにしている
に過ぎない。実際には、それらストッパ段部１１０、１１２を互いに同じ高さに形成する
ことも可能であり、それゆえ、それらストッパ段部１１０、１１２の名称は、単に第１ス
トッパ部１１０及び第２ストッパ部１１２とする方が、より適切であるかも知れない。
【００４９】
　連結スプリング４０は、第１ドラム部材３４及び第２ドラム部材３６を中立ポジション
へ復帰させるように付勢するものであり、そのため、第１ドラム部材３４を反時計回りの
回転方向に付勢し、第２ドラム部材３６を時計回りの回転方向に付勢している。これに対
して、それらドラム部材３４、３６の回転変位を規制するための機構も備えられており、
それについて以下に説明する。先ず、第２ドラム部材３６は、時計回りに回転変位してこ
の第２ドラム部材３６のストッパ突起５４とハウジング４２のストッパ段部１１０とが互
いに当接したならば、それらの相互作用によって、それ以上の回転変位が阻止される。一
方、第１ドラム部材３４の反時計回りの回転はコード駆動式傾動機構２６によって阻止さ
れている。従って、第１ドラム部材３４が反時計回りに回転するためには、第１ドラム部
材３４がドラム駆動部材３８を反時計回りの回転方向に押動する必要があり、なぜならば
、ドラム駆動部材３８のキー７８が第１ドラム部材３４の第１肩部６０に当接しているか
らである。更に、ドラム駆動部材３８を回転させるためには、傾動ロッド２８を回転させ
る必要があり、なぜならば、傾動ロッド２８は、ドラム駆動部材３８の断面形状が非円形
の軸孔において、このドラム駆動部材３８に嵌合しているため、両者が常に一体的に回転
するからである。しかるに、第１ドラム部材３４が傾動ロッド２８を反時計回りに駆動す
るためには、傾動機構２６（既述の如く、この傾動機構２６については、カナダ特許第２
２０６９３２号（発明者：Anderson、特許発行日：１９９７年１２月４日）に記載されて
おり、同カナダ特許の開示内容はこの言及をもって本願開示に組込まれたものとする）の
ウォームに噛合しているギヤを駆動する必要がある。しかしながら、先に説明したように
、ウォームギヤ機構は逆駆動が不可能であり、そのため、傾動ロッド２８が傾動機構２６
を駆動しようとしても、駆動機構２６はロック状態となるだけである。従って、傾動機構
２６の入力端に備えられた２本の傾動操作用コード２４の一方を引っ張ることで、ユーザ
がブラインド１０のスラット１４の姿勢を変化させようとしない限り、ブラインド１０の
一連のスラット１４は、ユーザが望んだその時点での姿勢に維持される。ブラインドをこ
の状態から図２０に示した中立ポジションに戻すには、ユーザは、他方の傾動操作用コー
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ド２４を引っ張って、傾動機構２６、傾動ロッド２８、及びドラム駆動部材３８を反時計
回りに回転するように駆動すればよい。この操作を行うと、第１ドラム部材３４は連結ス
プリング４０の付勢力によって中立ポジションに復帰するが、第２ドラム部材３６は同一
位置にとどまる。
【００５０】
　図２２は、図２０に示したダブルピッチ型のブラインドを、その一連のスラットを傾動
させて室内側アップのクローズド状態にしたところを示した図である。図２０の中立ポジ
ションからこの状態とするには、ユーザは２本の傾動操作用コード２４（図１参照）のう
ちの他方の傾動操作用コード２４（図２１に示した室内側ダウンのクローズド状態にする
ために引っ張る傾動操作用コードではない方の傾動操作用コード）を引っ張ればよい。そ
れによって傾動ロッド２８が反時計回りに回転し、２個のドラム部材３４、３６も反時計
回りに回転する。ただし、その回転を始めるとすぐに、第１ドラム部材３４のストッパ突
起５４が、ハウジング４２の第１ドラム部材３４側の端壁部９０に形成されている高位置
ストッパ段部１１０に突き当たり、それによって第１ドラム部材３４の回転が阻止される
ため、第１ドラム部材３４はそれ以上回転しない。第２ドラム部材３６は更に反時計回り
に回転し続けるが、いずれは、第２ドラム部材３４のストッパ突起５４が、ハウジング４
２の第２ドラム部材３６側の端壁部９２に形成されている低位置ストッパ段部１１２に突
き当たり、それによって第２ドラム部材の回転が阻止されるため、第２ドラム部材３６は
それ以上回転しない。第２ドラム部材３６は、回転を阻止されるまでの間に、反時計回り
に約１８０°回転する（このことは、図２０と図２２の第２ドラム部材３６のストッパ突
起５４の位置を比べれば明らかである）。
【００５１】
　第１組の傾動ケーブルセットの背面側傾動ケーブル１６ａｒと、第２組の傾動ケーブル
セットの前面側傾動ケーブル１６ｂｆとは、第１ドラム部材３４に止着されているため、
実質的に移動しない。一方、第１組の傾動ケーブルセットの前面側傾動ケーブル１６ａｆ
と、第２組の傾動ケーブルセットの背面側傾動ケーブル１６ｂｒとは、それらの端部が、
第２ドラム部材３６の反時計回りの回転に従動する。第１組の傾動ケーブルセットの前面
側傾動ケーブル１６ａｆは、第２ドラム部材３６に巻取られて、上側スラット１４ｔの室
内側の側縁部を約πＸｒの距離だけ上昇させる。それと同時に、第２組の傾動ケーブルセ
ットの背面側傾動ケーブル１６ｂｒは、第２ドラム部材３６から繰出されて、下側スラッ
ト１４ｂの壁側の側縁部を同じ約πＸｒの距離だけ降下させる。その結果、ブラインドの
状態は、図２２に示したように、スラット傾斜方向が室内側アップのチルトクローズド状
態になる。
【００５２】
同軸型ドラム機構を用いて選択的傾動可能なブラインドとして構成した実施の形態
　図２３～図２５は、以上に示した機構と非常に類似した機構を用いて、ブラインドのあ
る部分をクローズ状態とし、同時に他の部分をオープン状態に維持することが可能なブラ
インドとして構成した場合の、複数本の傾動ケーブル１６の延在経路を示した図である。
図２３を参照して説明すると、この図２３に示した実施の形態と、図２０に示した実施の
形態との間には、幾つかの機構上の相違点が存在する、相違点の第１は、図２３のブライ
ンドは、ダブルピッチ用のラダーテープを２組備える替わりに、通常のシングルピッチ用
のラダーテープを１組だけ備えていることであり、このラダーテープは、背面側傾動ケー
ブル１６ｒと、前面側傾動ケーブル１６ｆと、それら傾動ケーブル１６ｆ、１６ｒの間に
亘って延在している複数本のクロスコード１６ｔとで構成されている。相違点の第２は、
背面側傾動ケーブル１６ｒに、更に別の傾動ケーブルである駆動用傾動ケーブル１６ｘが
結合されていることであり、この結合は、結び目３２で結び合わせたり、或いは、コード
結合用クリップ３２などの適宜の止着手段を用いて行われる。相違点の第３は、第１ドラ
ム部材がストッパ突起５４を備えていないことである（この実施の形態とするには、通常
の第１ドラム部材３４のストッパ突起５４を単に除去するだけでよい）。
【００５３】
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　この図２３の実施の形態では、背面側傾動ケーブル１６ｒは、第２ドラム部材３６の外
周に反時計回りに巻回されて、この第２ドラム部材３６のスロット状開口５２ｒに止着さ
れている。前面側傾動ケーブル１６ｆは、第２ドラム部材３６の外周に時計回りに巻回さ
れて、この第２ドラム部材３６のスロット状開口５２ｆに止着されている。第３の傾動ケ
ーブルである駆動用傾動ケーブル１６ｘは、第１ドラム部材３４の外周に時計回りに巻回
されて、この第１ドラム部材３４の一方のスロット状開口５２ｘに止着されている。第１
ドラム部材３４の他方のスロット状開口５２は、この実施の形態ではコードを止着するた
めに利用されていない。図２３に示した状態では、ドラム部材３４、３６は中立ポジショ
ンにあり、一連のスラット１４は、それらの全てがチルトオープン状態にあり、また、シ
ングルピッチ配列とされているために、全てのスラット１４が等間隔で配列されている。
【００５４】
　図２４に示したのは、２本の傾動操作用コードの一方を引っ張ることで、傾動機構２６
を作動させて、傾動ロッド２８を反時計回りに回転させたときの状態である。反時計回り
に回転する傾動ロッド２８は、ドラム駆動部材３８を反時計回りに回転させ、更に、２個
のドラム部材３４、３６を共に反時計回りに回転させる。第２ドラム部材３６は、ドラム
駆動部材３８のキー７８に駆動されて反時計回りに回転し、この第２ドラム部材３６のス
トッパ突起５４が端壁部９２の低位置ストッパ段部１１２に突き当たった時点で、それ以
上の回転が阻止される。一方、第１ドラム部材３４は、ストッパ突起５４が除去されてい
るため、連結スプリング４０が第１ドラム部材３４と第２ドラム部材３６とを共に反時計
回りに回転させようとするとき、この第１ドラム部材３４の回転を阻止するものは何もな
い。第２ドラム部材３６は、反時計回りに回転することにより、前面側傾動ケーブル１６
ｆを上昇させて背面側傾動ケーブル１６ｒを降下させる。第１ドラム部材３４は、反時計
回りに回転することにより、駆動用傾動ケーブル１６ｘを背面側傾動ケーブル１６ｒと同
じ距離だけ降下させる。そのためブラインドの全体が、スラット傾斜方向が室内側アップ
のチルトクローズド状態になる。引っ張っていた傾動操作用コード２４から手を離したな
らば、傾動機構２６のウォームギヤが傾動ロッド２８をロックしてその位置に保持し、そ
れによって、２個のドラム部材３４、３６の両方が、傾動操作用コード２４から手を離し
たときの位置に保持される。
【００５５】
　逆回転させて中立ポジションに復帰させるには、他方の傾動操作用コード２４を引っ張
って傾動ロッド２８を時計回りに回転させる。図２５に示したのは、図２３に示した中立
ポジションを超えて、そこから更に傾動ロッド２８を時計回りに回転させたときのブライ
ンドの状態である。傾動機構２６に駆動されて時計回りに回転する傾動ロッド２８が、ド
ラム駆動部材３８を時計回りに回転させると、ドラム駆動部材３８のキー７８が第１ドラ
ム部材３４の肩部に当接して、第１ドラム部材３４を時計回りに回転させる。連結スプリ
ング４０は、第１ドラム部材３４の回転に合わせて第２ドラム部材３６を時計回りに回転
させようとしているが、中立ポジションに至った時点で、第２ドラム部材３６のストッパ
突起５４がハウジング４２の端壁部４２の高位置ストッパ段部１１０に突き当たるため、
そこから先の第２ドラム部材３６の時計回りの回転は阻止される。一方、第１ドラム部材
３４は時計回りに回転し続けるため、駆動用傾動ケーブル１６ｘが第１ドラム部材３４の
外周に巻き取られ、それによって、駆動用傾動ケーブル１６ｘが引き上げられる。駆動用
傾動ケーブル１６ｘは、結合点３２で背面側傾動ケーブル１６ｒに結合されているため、
この結合点３２で背面側傾動ケーブル１６ｒを引き上げる。一連のスラット１４のうち、
結合点３２より下方に位置しているクロスコード１６ｔによって支持されているスラット
１４は全て、背面側傾動ケーブル１６ｒによってそれらスラット１４の壁側の側縁部が引
き上げられるためにその影響を受ける。その結果、駆動用傾動ケーブル１６ｘが背面側傾
動ケーブル１６ｒに結合している結合点３２より下方に位置している全てのスラット１４
は傾斜方向が室内側ダウンのチルトクローズド状態になり、一方、その他のスラット１４
はチルトオープン状態に維持される。
【００５６】
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　背面側傾動ケーブル１６ｒ上の結合点３２の位置に応じて、チルトクローズド状態にさ
れる一連のスラットと、チルトオープン状態に維持される一連のスラットとを分ける「分
割点」の位置が決まる。また、駆動用傾動ケーブル１６ｘを、背面側傾動ケーブル１６ｒ
に結合する替わりに、前面側傾動ケーブル１６ｆに結合するようにすれば、それによって
結合点３２より下方のブラインド部分は、スラット傾斜方向が以上に示したような室内側
ダウンではなく室内側アップのチルトクローズド状態になる。更に、ハウジング４２内に
おける第１ドラム部材３４と第２ドラム部材３６の位置を逆にした場合にも、ブラインド
１０の動作は以上に説明したものと逆方向の動作になり、例えば、図２３の状態から図２
４の状態に変化させたときに、スラット１４は、傾斜方向が以上に示したような室内側ダ
ウンではなく室内側アップのチルトクローズド状態になる。
【００５７】
同軸型ドラム機構を用いてプリーツ風ブラインドとして構成した実施の形態
　図２６～図２８は、以上に説明したブラインドを典型的なプリーツ風ブラインドとして
構成した場合の、傾動ケーブルの延在経路を示した図である。図２６に示したようにプリ
ーツ風ブラインドとして構成した場合と、図２０に示したようにダブルピッチ型ブライン
ドとして構成した場合とで、機構上の相違点は存在していない。更に、それら２つの場合
のいずれにおいても、２組の傾動ケーブルセットの一方は傾動ケーブル１６ａｆと１６ａ
ｒとを含み、他方は傾動ケーブル１６ｂｆと１６ｂｒとを含み、それら傾動ケーブルは、
スラット配列を、スラット間隔（ピッチ）が通常のピッチの２倍になるダブルピッチ配列
にすることができるように構成されている。両者間で相違しているのは、傾動ケーブル１
６の延在経路だけである。
【００５８】
　この実施の形態の構成は、上述したように、２組の傾動ケーブルセットを備えている。
上側スラット１４ｔに対応した第１組の傾動ケーブルセットの前面側傾動ケーブル１６ａ
ｆは、第２ドラム部材３６の外周に反時計回りに巻回されて、この第２ドラム部材３６の
スロット状開口５２ａｆに結合されている。上側スラット１４ｔに対応した第１組の傾動
ケーブルセットの背面側傾動ケーブル１６ａｒは、第１ドラム部材３４の外周に時計回り
に巻回されて、この第１ドラム部材３４のスロット状開口５２ａｒに結合されている。下
側スラット１４ｂに対応した第２組の傾動ケーブルセットの前面側傾動ケーブル１６ｂｆ
は、第２ドラム部材３６の外周に時計回りに巻回されて、この第２ドラム部材３６のスロ
ット状開口５２ｂｆに結合されている。そして、下側スラット１４ｂに対応した第２組の
傾動ケーブルセットの背面側傾動ケーブル１６ｂｒは、第１ドラム部材３４の外周に反時
計回りに巻回されて、この第１ドラム部材３４のスロット状開口５２ｂｒに結合されてい
る。
【００５９】
　図２０に示したダブルピッチ型ブラインドの場合と同様に、この図２６のプリーツ風ブ
ラインドについても、２個のドラム部材３４、３６が中立ポジションにあって一連のスラ
ット１４がダブルピッチ配列とされている状態から説明を始めることにする。この状態か
ら、図２７に示したように、傾動機構２６が傾動ロッド２８を時計回りに回転させると、
キー７８が第１ドラム部材３４に当接して第１ドラム部材３４を時計回りに回転させ、ま
たそれと共に、連結スプリング４０がその付勢力によって第２ドラム部材３６を時計回り
に回転させようとする。ただし、第２ドラム部材３６は、その回転を開始した直後に、こ
の第２ドラム部材３６のストッパ突起５４がハウジング４２の端壁部９２の高位置ストッ
パ段部１１０に突き当たるため、中立ポジションから離れてそれ以上時計回りに回転する
ことが阻止される。一方、第１ドラム部材３４は、この第１ドラム部材３４のストッパ突
起５４がハウジング４２の端壁部９０の定位置ストッパ段部１１２に突き当たるまで、そ
の回転を続ける。
【００６０】
　上側スラット１４ｔに対応した第１組の傾動ケーブルセットの前面側（室内側）傾動ケ
ーブル１６ａｆと、下側スラット１４ｂに対応した第２組の傾動ケーブルセットの前面側



(22) JP 5566285 B2 2014.8.6

10

20

30

40

50

（室内側）傾動ケーブル１６ｂｆとは、いずれも第２ドラム部材３６に結合されており、
しかもこの第２ドラム部材３６は、僅か数度ほど回転しただけですぐにこの第２ドラム部
材３６のストッパ突起が突き当たるためにそれ以上の回転が阻止されるため、上側スラッ
ト１４ｔと下側スラット１４ｂとのいずれも、前面側（室内側）の側縁部は殆ど移動しな
い。一方、背面側傾動ケーブル１６ａｒ及び１６ｂｒは第１ドラム部材３４に結合されて
おり、この第１ドラム部材３４は回転し続ける。第１ドラム部材３４が時計回りに回転す
ることにより、第１組の傾動ケーブルセットの背面側傾動ケーブル１６ａｒは第１ドラム
部材３４に巻取られて、上側スラット１４ｔの背面側（壁側）の側縁部を上昇させ、その
結果、上側スラット１４ｔは、図２７に示した姿勢になる。それと同時に、第２組の傾動
ケーブルセットの背面側傾動ケーブル１６ｂｒは第１ドラム部材３４から繰出されて、下
側スラット１４ｂの背面側（壁側）の側縁部を降下させ、その結果、下側スラット１４ｂ
は、図２７に示した姿勢になる。以上の結果、このプリーツ風ブラインドの状態は、上側
スラット１４ｔの傾斜方向が室内側ダウンで下側スラット１４ｂの傾斜方向が室内側アッ
プの、プリーツ風チルトクローズド状態になる。
【００６１】
　図２８に示したのは、図２６のプリーツ風ブラインドであるが、ただし夫々のスラット
の傾斜方向を図２７の場合とは逆方向にして、チルトクローズド状態にしたところを示し
た図である。この状態にするには、傾動ロッド２８を反時計回りに回転させる。すると、
第２ドラム部材３６だけが傾動ロッド２８と共に反時計回りに回転し続ける（第１ドラム
部材３４は、回転を始めた直後にこの第１ドラム部材３４のストッパ突起５４がハウジン
グ４２の端壁部９０の高位置ストッパ段部１１０に突き当たるため、その回転が停止され
る）。この場合、第１組の傾動ケーブルセットの背面側傾動ケーブル１６ａｒ、及び第２
組の傾動ケーブルセットの背面側傾動ケーブル１６ｂｒは、第１ドラム部材３４に結合さ
れており、その第１ドラム部材３４は回転しないため、上側スラット１４ｔと下側スラッ
ト１４ｂとのいずれについても、背面側（壁側）の側縁部は実質的に移動しない。一方、
第１組の傾動ケーブルセットの前面側傾動ケーブル１６ａｆ、及び第２組の傾動ケーブル
セットの前面側傾動ケーブル１６ｂｆは第２ドラム部材３６の回転に従動し、即ち、第１
組の傾動ケーブルセットの前面側傾動ケーブル１６ａｆは、第２ドラム部材３６が反時計
回りに回転することにより、第２ドラム部材３６に巻取られて、上側スラット１４ｔの前
面側（室内側）の側縁部を上昇させる。また、下側スラット１４ｂに対応した第２組の傾
動ケーブルセットの前面側傾動ケーブル１６ｂｆは、第２ドラム部材３６が反時計回りに
回転することにより、第２ドラム部材３６から繰出されて、下側スラット１４ｂの前面側
（室内側）の側縁部を降下させる。以上の結果、このプリーツ風ブラインドの状態は、図
２８に示したように、上側スラット１４ｔの傾斜方向が室内側アップで下側スラット１４
ｂの傾斜方向が室内側ダウンの、プリーツ風チルトクローズド状態になる。
【００６２】
　尚、以上に説明したプリーツ風ブラインドでは、一連のスラット１４の傾斜方向を交互
に逆方向としたチルトクローズド状態とするために、２枚一組のスラットの一方の、前面
側の側縁部と背面側の側縁部との両側縁部に、ラダーテープのクロスコード１６ｔを通す
ための切欠部を形成しておくと好適である場合がある。またそのような切欠部は、下側ス
ラット１４ｂだけに形成するようにしてもよく、上側スラット１４ｔだけに形成するよう
にしてもよく、上側スラット１４ｔと下側スラット１４ｂとの両方に形成するようにして
もよく、全てのスラット１４の（両側縁部のうちの）一方の側縁部だけに形成するように
してもよい。
【００６３】
二連型傾動ロッドを備えた並列型ドラム機構
　次に図２９について説明すると、同図に示したブラインド１２０は、図１に示したブラ
インド１０と非常に類似した構造を有しているが、ただし、スラット傾動機能を実現する
ための手段として、傾動ステーション３０を使用する替わりに、二連型傾動ロッド２８を
使用している点が相違している。二連型傾動ロッド２８は、並列型ドラム式傾動ステーシ
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ョン１２２をインデックスギヤ機構１２４に作用的に連結しており、これについては後に
更に詳細に説明する。更に、インデックスギヤ機構１２４は、短い傾動ロッド２８’を介
してウォームギヤ式傾動機構２６などの傾動機構に結合されている。
【００６４】
　図３０～図３３を参照してその概要を説明すると、インデックスギヤ機構１２４は、イ
ンデックスギヤ１２６と、室内側被動ギヤ１２８と、壁側被動ギヤ１３０と、インデック
スギヤハウジング１３２と、ハウジングカバー１３４とを備えている。
【００６５】
　図３６に示したように、インデックスギヤ１２６は、その全体が略々円筒形状のギヤで
あり、左側部分１３６と右側部分１３８とを有する。左側部分１３６はその全周のうちの
約２００°の角度範囲の部分が円弧形の歯部１４０として形成されており、残余の角度範
囲の部分が単なる円筒面である無歯部１４２として形成されている。右側部分１３８はそ
の全周のうち、左側部分１３６の歯部１４０に対応した約２００°の角度範囲の部分が円
筒面である無歯部１４４として形成されている。また、右側部分１３８の残余の角度範囲
の部分は厚板円板状のボス部１４６として形成されている。インデックスギヤ１２６は更
に、断面形状が非円形の軸孔１４８を有しており、この軸孔１４８の寸法は、それに対応
した断面形状を有する傾動ロッド２８’が嵌合する寸法としてある。この軸孔１４８は、
円筒形の軸部１５０に形成されている。
【００６６】
　図３５に示したように、壁側被動ギヤ１３０は、その全体が略々円筒形の部材であり、
左側部分１５２と右側部分１５４とを有し、それら２つの部分の間に径方向外方へ延出し
たフランジ部１５５が形成されている。右側部分１５４は円筒形状の部分であって、この
右側部分１５４には断面形状が非円形の軸孔１５６が形成されており、この軸孔１５６の
寸法は、それに対応した断面形状を有する傾動ロッド２８が嵌合する寸法としてある。左
側部分１５２は、無歯部である第１部分１５８を有しており、この第１部分１５８には凹
部１６０（図３１を併せて参照されたい）が形成されている。この凹部１６０は、インデ
ックスギヤ１２６のロック用ハブ部（ボス部）１４６が係合するように、高精度で形成さ
れている。その係合によって、被動ギヤ１３０が静止期間中に回転することが阻止され、
これについては後に更に詳細に説明する。左側部分１５２は更に、歯部１６２を有してお
り、この歯部１６２はインデックスギヤ１２６の歯部１４０と噛合する。更に、歯部１６
２から左方へ短い軸部１６４が延出している。室内側被動ギヤ１２８も、以上に説明した
壁側被動ギヤ１３０と同一に構成されている。
【００６７】
　図３４に示したように、ハウジング１３２はメインキャビティ１６６を有しており、こ
のメインキャビティ１６６の中にインデックスギヤ１２６が収容される。インデックスギ
ヤ１２６の軸部１５０は歯部１４０より更に左側へ突出しており、この軸部１５０が、貫
通孔１６８（併せて図３１を参照されたい）によって回転可能に支持されるようにしてあ
る。更に、貫通孔１６８の両側に１つずつ形成された２つの小径の凹部１７２に、被動ギ
ヤ１２８、１３０の左側端部１６４が嵌合して回転可能に支持されるようにしてある。
【００６８】
　図３１に示したように、ハウジングカバー１３４は板部１７４を有しており、この板部
１７４には貫通孔１７６が形成されており、この貫通孔１７６によって、インデックスギ
ヤ１２６の軸部１５０の右側端部が回転可能に支持されるようにしてある。板部１７４は
更に、２つの中空円筒形状の延出部１７８を有しており、これら２つの延出部１７８は、
被動ギヤ１２８、１３０の右側端部１５４が嵌合して回転可能に支持される寸法に形成さ
れている。
【００６９】
　インデックスギヤ機構１２４を組立てるには、ハウジング１３２（図３４参照）のメイ
ンキャビティ１６６にインデックスギヤ１２６を挿入し、メインキャビティ１６６の両側
の２つのキャビティ１７０に被動ギヤ１２８、１３０を挿入する。その際に、インデック
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スギヤ１２６の軸部１５０の左側端部をハウジング１３２の貫通孔１６８に嵌合し、被動
ギヤ１２８、１３０の軸部１６４をハウジング１３２の凹部１７２に嵌合する。続いて、
ハウジングカバー１３４をハウジング１３２にスナップ式に装着し（それには、ハウジン
グ１３２の複数の突起１３５をハウジングカバー１３４の複数の開口１３７にスナップ式
に嵌合して、インデックスギヤ１２６の軸部５０の右側端部をハウジングカバー１３４の
開口部１７６に挿入し、被動ギヤ１２８、１３０の右側端部１５４をハウジングカバー１
３４の２つの中空円筒形状の延出部１７８の中に挿通する）。また、このとき、インデッ
クスギヤ１２６の角度位置及び被動ギヤ１２８、１３０の角度位置を、図３２及び図３３
に示したように、被動ギヤ１２８、１３０の夫々の凹部１６０にインデックスギヤ１２６
のボス部１４６が係合する直前の角度位置となるようにする。尚、ここでは、インデック
スギヤ１２６に対して傾動ドラム被動ギヤ１２８、１３０がこのような角度位置にあると
き（また後に説明するように、傾動ドラム部材１８４、１８２がそれらに対応した角度位
置にあるとき）、それらが中立ポジションにあるという。
【００７０】
　インデックスギヤ機構１２４は、連続回転運動を間欠回転運動に変換するゼネバ式イン
デックス機構の原理に基づいて動作することにより、同一回転位置への反復インデックス
を行う機構である。これについて説明すると、中立ポジションにあったインデックスギヤ
１２６が、そこから（図３１～図３３で見て）時計回りに回転すると、室内側被動ギヤ１
２８が反時計回りに回転する。ただし、室内側被動ギヤ１２８は、反時計回りに僅かに回
転しただけですぐにその凹部１６０にインデックスギヤ１２６のボス部１４６が係合する
ことにより、その反時計回りの回転が停止される。このとき、この室内側被動ギヤ１２８
の歯部１６２は、インデックスギヤ１２６の単なる円筒面から成る無歯部１４２に臨んで
いる。そのため、インデックスギヤ１２６のボス部１４６が室内側被動ギヤ１２８の凹部
１６０に係合して室内側被動ギヤ１２８の回転を停止した状態のまま、インデックスギヤ
１２６は時計回りに回転し続けることができる。
【００７１】
　一方、壁側被動ギヤ１３０は、インデックスギヤ１２６が時計回りに回転し続けるのに
応動して反時計回りに回転し続け、数回転に亘って回転した後にようやくこの壁側被動ギ
ヤ１３０の凹部１６０にインデックスギヤ１２６のボス部１４６が係合することにより、
その反時計回りの回転が停止される。
【００７２】
　中立ポジションにあったインデックスギヤ１２６が、そこから反時計回りに回転すると
きには、以上とは逆の状況となる。即ち、それによって壁側被動ギヤ１３０が時計回りに
回転するが、ただし、壁側被動ギヤ１３０は、ごく僅かに回転しただけですぐにその凹部
１６０にインデックスギヤ１２６のボス部１４６が係合することにより、それ以上の回転
が阻止される。一方、室内側被動ギヤ１２８は時計回りに回転し続け、数回転に亘って回
転した後にようやくこの室内側被動ギヤ１２８の凹部１６０にインデックスギヤ１２６の
ボス部１４６が係合することにより、それ以上の回転が阻止される。そして、被動ギヤ１
２８、１３０の右側端部１５４の軸孔１４６には、夫々、傾動ロッド２８が嵌合している
ため、被動ギヤ１２８、１３０が回転するときには、それらと一体に夫々の傾動ロッド２
８が回転する。
【００７３】
　図３７及び図３８に示したように、傾動ステーション１２２の各々は、ハウジング１８
０と、壁側傾動ドラム部材１８２と、室内側傾動ドラム部材１８４とをそなえている。
【００７４】
　図３９に示したように、壁側傾動ドラム部材１８２は、円筒形状の部品であり、その両
端から円筒形状の軸部１８５が延出しており、それら軸部１８５の各々に、断面形状が非
円形の軸孔１８６が形成されている。軸孔１８６の寸法は、対応する断面形状を有する傾
動ロッド２８が嵌合して係合する寸法にしてある。更に、壁側傾動ドラム部材１８２は、
その外周面が円筒面を成している外周円筒壁部１８８を有しており、この外周円筒壁部１
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８８と内周側に位置する円筒形状の軸部１８５とは、ウェブ部１９０を介して連結されて
いる。外周円筒壁部１８８に２つの貫通開口１９２が形成されており、それら貫通開口１
９２は細長い形状に形成されている。一方の貫通開口１９２は外周円筒壁部１８８の一方
の端部の近傍に、他方の貫通開口１９２は他方の端部の近傍に形成されており、それら２
つの貫通開口１９２は約１８０°の角度間隔で位置している。図３９には、それら２つの
貫通開口１９２が共に示されている。それら貫通開口１９２の夫々に傾動ケーブル１６が
止着されており、これについては後に更に詳細に説明する。室内側傾動ドラム部材１８４
も、以上に説明した壁側傾動ドラム部材１８２と同一構成である。
【００７５】
　図４０は図３７及び図３８に示した傾動ステーション１２２のハウジング１８０の斜視
図である。ハウジング１８０は、２つの側壁部１９４、１９６と、２つの端壁部１９８、
２００と、１つの底壁部２０２とを備えている。端壁部１９８、２００の各々には、２つ
ずつのＵ字形の支承部２０４ａ、２０４ｂ、２０６ａ、２０６ｂが形成されており、それ
ら支承部は、図３７に示したように、傾動ドラム部材１８２、１８４の軸部１８５を回転
可能に支持するものである。端壁部１９８、２００から、それら端壁部の延在平面に対し
て約４５°の角度をもって、アーム部２０８ａ、２０８ｂ、２１０ａ、２１０ｂが延出し
ており、それらアーム部は、傾動ドラム部材１８２、１８４の軸孔１８６に乾燥された傾
動ロッド２８の中心軸線の上方を、その中心軸線を横切る方向に延在しており、それらア
ーム部は、傾動ドラム部材１８２、１８４がハウジング１８０から持ち上がって外れるの
を防止するものである。
【００７６】
　ハウジング１８０の底壁部２０２に、２つのスロット状開口２１２が形成されており、
それら２つの開口はそれらの長手方向軸心が同一直線上に揃えられている。底壁部２０２
には更に、スロット状開口２１２より短い矩形開口２１６が、それら２つのスロット状開
口２１２の間に形成されている。前面側傾動ケーブル及び背面側傾動ケーブルが、それら
２つのスロット状開口２１２の夫々を通ってハウジング１８０から外部へ引出され、そし
て更に、ヘッドレール１２の夫々の開口（不図示）を通過するようにしてある。矩形開口
２１６は昇降操作用コード２０を通すための開口である。
【００７７】
　図２９に示した傾動機構を組立てる際には、先ず、傾動ステーション１２２の組立てを
行う。それには、ハウジング１８０の底壁部２０２の２つのスロット状開口２１２に夫々
に傾動ケーブル１６を挿通し、そして、それら傾動ケーブル１６の端部を対応する傾動ド
ラム部材１８２、１８４の夫々のスロット状開口１９２に止着する。また、それら傾動ケ
ーブル１６の延在経路及び止着位置は、ブラインドの傾動動作をいかなる形態とするかに
よって異なり、それらについては後に詳細に説明する。
【００７８】
　続いて、２つの傾動ドラム部材１８２、１８４を、それらの夫々に対応したＵ字形の支
承部２０４ａ、２４０ｂ、２０６ａ、２０６ｂに装着する。更に、それら傾動ドラム部材
１８２、１８４の軸孔１８６に夫々に傾動ロッド２８を挿入する。この時点で既に、イン
デックスギヤ機構１２４には、被動ギヤ１３０、１２８が上で説明したようにして組付け
られている。次に、短尺の傾動ロッド２８’を介して、コード駆動式傾動機構２６の出力
部をインデックスギヤ１２６の軸孔１４８に結合する。尚、図示例で使用しているコード
駆動式傾動機構２６は、この用途に使用可能な様々な傾動機構のうちの一例を示したに過
ぎない。即ち、図示例ではコード駆動式傾動機構２６を使用しているが、例えばワンド駆
動式傾動機構や電動式傾動機構などのその他の手段を用いて傾動ロッド２８’を回転させ
るようにしてもよい。更には、インデックスギヤ機構１２４を傾動機構２６に一体的に組
込むようにしてもよく、そうした場合には傾動ロッド２８’を不要化することができる。
【００７９】
並列型ドラム機構を用いてダブルピッチ型ブラインドとして構成した実施の形態
　図４１～図４３に、ダブルピッチ型ブラインドとして構成した実施の形態における傾動
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ケーブル１６の延在経路を示した。先に説明したものと同様に、それら３つの図において
も、またそれら以降のそれらに類似したどの図においても、傾動ケーブル１６の延在経路
と、傾動ドラム部材１８２、１８４のポジションとを、ブラインド１２０のスラット１４
の対応する姿勢に関連付けて示した（このようにしたのは、特に、傾動ドラム部材１８２
、１８４に夫々の傾動ケーブル１６の端部を結合した結合点の相対位置を明らかにするた
めである）。また、理解を更に容易にするために、それらの図には、対応するインデック
スギヤ機構１２４の端部の斜視図を併せて示し（ただし図を見易くするために、ハウジン
グ１３２を除いた図としてある）、それによって、傾動ドラム部材１８２、１８４の角度
位置及び一連のスラット１４の姿勢に対応した、インデックスギヤ１２６の角度位置、並
びに被動ギヤ１２８、１３０の角度位置を明示した。
【００８０】
　既述のごとく、傾動ケーブルであることを表す共通参照符号としては「１６」を使用し
ており、更に以下の添字を使用して個々の傾動ケーブルを区別している。
　「ａ」という添字は、２枚一組のスラットのうちの上側スラット１４ｔを支持している
第１組の傾動ケーブルセットに含まれる傾動ケーブルであることを表している。
　「ｂ」という添字は、２枚一組のスラットのうちの下側スラット１４ｂを支持している
第２組の傾動ケーブルセットに含まれる傾動ケーブルであることを表している。
　「ｆ」という添字は、ブラインドの室内側に配設された前面側傾動ケーブルであること
を表している。
　「ｒ」という添字は、ブラインドの壁側（窓側）に配設された背面側傾動ケーブルであ
ることを表している。
　「ｘ」という添字は、駆動用傾動ケーブルであることを表しており、駆動用傾動ケーブ
ルは通常、前面側または背面側の他の１本の傾動ケーブル１６に止着されている。
【００８１】
　図４１を参照して説明すると、同図に示した傾動ドラム部材１８２、１８４は中立ポジ
ションにあり（念のため再説しておくと、傾動ドラム部材１８２、１８４が中立ポジショ
ンにあるというのは、インデックスギヤ１２６が図３２及び図３３に示した角度位置にあ
り、それに対して被動ギヤ１２８、１３０が図３２及び図３３に示した角度位置にあるこ
とを意味しており、これは、被動ギヤ１２８、１３０の夫々の凹部１６０にインデックス
ギヤ１２６のボス部１４６が係合する直前の角度位置である）、そして、一連のスラット
はダブルピッチ配列のオープン状態になっている。第１組の傾動ケーブルセットの室内側
傾動ケーブル１６ａｆは、壁側傾動ドラム部材１８２の外周に反時計回りに巻回されて、
この壁側傾動ドラム部材１８２のスロット状開口１９２ａｆに止着されている。第１組の
傾動ケーブルセットの壁側傾動ケーブル１６ａｒは、室内側傾動ドラム部材１８４の外周
に時計回りに巻回されて、この室内側傾動ドラム部材１８４のスロット状開口１９２ａｒ
に止着されている。第２組の傾動ケーブルセットの室内側傾動ケーブル１６ｂｆは、室内
側傾動ドラム部材１８４の外周に反時計回りに巻回されて、この室内側傾動ドラム部材１
８４のスロット状開口１９２ｂｆに止着されている（スロット状開口１９２ｂｆは図４１
には示されていないが、図４２では見えている）。そして、第２組の傾動ケーブルセット
の壁側傾動ケーブル１６ｂｒは、壁側傾動ドラム部材１８２の外周に時計回りに巻回され
て、この壁側傾動ドラム部材１８２のスロット状開口１９２ｂｒに止着されている（スロ
ット状開口１９２ｂｒは図４１には示されていないが、図４３では見えている）。傾動ケ
ーブル１６の延在経路を以上のようにしているために、傾動ドラム、インデックスギヤ、
及び被動ギヤが中立ポジションにあるとき、一連のスラットは、図４１及び図２９に示し
たように、ダブルピッチ配列のチルトオープン状態になっている。
【００８２】
　図４２について説明すると、中立ポジションにあったインデックスギヤ１２６を反時計
回りに回転させると（それには、２本の傾動操作用コード２４のうち、傾動機構２６が傾
動ロッド２８’を反時計回りに回転させるようにこの傾動機構２６を作動させる方の傾動
操作用コードを引っ張るようにする）、それによって、壁側被動ギヤ１３０が（並びに、
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傾動ロッド２８を介してこの壁側被動ギヤ１３０に連結されている傾動ドラム部材１８２
が）時計回りに回転し始めるが、ただし回転を始めた直後に壁側被動ギヤ１３０の凹部１
６０にインデックスギヤ１２６のボス部１４６が係合し、壁側被動ギヤ１３０のそれ以上
の回転が阻止される。この状態を示したのが図４２であり、図示の如く、上側スラット１
４ｔに対応した第１組の傾動ケーブルセットの室内側傾動ケーブル１６ａｆが結合されて
いる結合点１９２ａｆは、時計回りに僅か数度だけ回転した状態にあり、上下に隣接する
２枚のスラット１４どうしの間に重なり部が形成されている（これについては、先の実施
の形態１０に関連して説明した通りである）。このとき、壁側傾動ドラム部材１８２に止
着されている第１組の傾動ケーブルセットの前面側傾動ケーブル１６ａｆと、第２組の傾
動ケーブルセットの背面側傾動ケーブル１６ｂｒとは、実質的に移動していない。
【００８３】
　一方、室内側被動ギヤ１２８に関しては、中立ポジションにあったインデックスギヤ１
２６を反時計回りに回転させると、室内側被動ギヤ１２８の歯部１６２とインデックスギ
ヤ１２６の歯部１４０とが噛合することによって、室内側被動ギヤ１２８が（並びにそれ
に対応した室内側傾動ドラム部材１８４が）時計回りに回転し、そして数回転に亘って時
計回りに回転した後にようやく、室内側被動ギヤ１２８の凹部１６０にインデックスギヤ
１２６ボス部１４６が係合することによって、それ以上の回転が阻止される。その回転が
行われている間に、室内側傾動ドラム部材１８４のスロット状開口１９２ａｒに止着され
ている第１組の傾動ケーブルセットの背面側傾動ケーブル１６ａｒが室内側傾動ドラム部
材１８４に巻取られて上側スラット１４ｔの壁側の側縁を引上げる。それと同時に、第２
組の傾動ケーブルセットの前面側傾動ケーブル１６ｂｆが室内側傾動ドラム部材１８４か
ら繰出されて下側スラット１４ｂの室内側の側縁を降下させる。以上の結果、ブラインド
の状態は、図４２に示したように、スラット１４の傾斜方向が室内側ダウンのチルトクロ
ーズド状態になる。
【００８４】
　図４３に示したのは、ブラインドの状態をスラット１４の傾斜方向が室内側アップのチ
ルトクローズド状態にしたときの、インデックスギヤ１２６、被動ギヤ１２８、１３０、
及び傾動ドラム部材１８２、１８４のポジションである。それらをこのポジションにする
には、図４１に示した中立ポジションにあるインデックスギヤ１２６を、そこから時計回
りに回転させる。それによって、室内側被動ギヤ１２８が反時計回りに回転し始めるが、
ただしその回転を始めた直後に、室内側被動ギヤ１２８の凹部１６０にインデックスギヤ
１２６のボス部１４６が係合するため、室内側被動ギヤ１２８は（並びにそれに対応した
室内側傾動ドラム部材１８４は）反時計回りにそれ以上回転することが阻止される。その
ため、室内側傾動ドラム部材１８４に止着されている第１組の傾動ケーブルセットの背面
側傾動ケーブル１６ａｒ及び第２組の傾動ケーブルセットの前面側傾動ケーブル１６ｂｆ
は実質的に移動しない。一方、壁側被動ギヤ１３０並びにそれに対応した壁側傾動ドラム
部材１８２は、反時計回りに数回転に亘って回転し、その回転によって、第１組の傾動ケ
ーブルセットの前面側傾動ケーブル１６ａｆは壁側傾動ドラム部材１８２に巻取られて上
昇し、第２組の傾動ケーブルセットの背面側傾動ケーブル１６ｂｒは壁側傾動ドラム部材
１８２から繰出されて降下する。以上の結果、ブラインドの状態は、図４３に示したよう
に、スラット１４の傾斜方向が室内側アップのチルトクローズド状態になる。
【００８５】
並列型ドラム機構を用いた更に別の実施の形態
　図４４～図４６に示したのは、以上に説明したものと同じ並列型ドラム機構を用いて、
ただし傾動ケーブル１６の延在経路を異なったものとすることによって、ブラインドのあ
る部分をチルトオープン状態に維持しつつ、同時に別の部分をチルトクローズド状態にす
ることができるようにした実施の形態である。この図４４に示したブラインドと、図４１
に示したダブルピッチ型ブラインドとの間に存在する機構上の相違点は、以下の通りであ
る。
【００８６】
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　図４１のブラインドでは、各々の傾動ステーションが２組ずつのラダーテープを備えて
おり、それら２組のラダーテープがダブルピッチ型ブラインド用の構成とされていたのに
対して、図４４のブラインドでは、各々の傾動ステーションが１組ずつのラダーテープし
か備えておらず、そのラダーテープが標準ピッチ型ブラインド用の構成とされている。そ
のラダーテープは、前面側傾動ケーブル１６ｆ、背面側傾動ケーブル１６ｒ、及びクロス
コード１６ｔで構成されており、また更に、背面側傾動ケーブル１６ｒには駆動用傾動ケ
ーブル１６ｘが結合されており、その結合は、結び目３２で結び合わせたり、コード結合
クリップ３２を用いるなどして行われる。また、それら傾動ケーブル１６の延在経路は、
以下のようにされている。
【００８７】
　背面側（壁側）傾動ケーブル１６ｒは、壁側傾動ドラム部材１８２の外周に時計回りに
巻回されて、この壁側傾動ドラム部材１８２のスロット状開口１９２ｒ（図４４では隠れ
ているが、図４６で見えている）に結合されている。前面側（室内側）傾動ケーブル１６
ｆは、壁側傾動ドラム部材１８２の外周に反時計回りに巻回されて、この壁側傾動ドラム
部材１８２のスロット状開口１９２ｆに結合されている。駆動用傾動ケーブル１６ｘは、
室内側傾動ドラム部材１８４の外周に時計回りに巻回されて、この室内側傾動ドラム部材
１８４のスロット状開口１９２ｘに結合されている。図４４において、傾動機構（インデ
ックスギヤ１２６、被動ギヤ１２８、１３０、及び傾動ドラム部材１８２、１８４）は中
立ポジションにあり、一連のスラット１４は、その全てがチルトオープン状態になってい
る。
【００８８】
　図４５に示したのは、傾動機構２６及び傾動ロッド２８’によって、インデックスギヤ
１２６を反時計回りに回転させたときの状態であり、その結果として、被動ギヤ１２８、
１３０が（並びにそれらに対応した傾動ドラム部材１８４、１８２が）時計回りに回転し
た状態にある。ただし壁側被動ギヤ１３０は、回転を始めた直後に壁側被動ギヤ１３０の
凹部１６０にインデックスギヤ１２６のボス部１４６が係合するために、その回転が停止
される。一方、室内側被動ギヤ１２８は（並びにそれに対応した室内側傾動ドラム部材１
８４は）数回転に亘って回転し続ける。以上の状況によれば、前面側傾動ケーブル１６ｆ
が壁側傾動ドラム部材１８２から繰出される量も、背面側傾動ケーブル１６ｒが壁側傾動
ドラム部材１８２に巻取られる量も、極めてわずかな量でしかない。それに対して、室内
側傾動ドラム部材１８４のスロット状開口１９２ｘに結合されている駆動用傾動ケーブル
１６ｘは、室内側傾動ドラム部材１８４に巻取られ、そのため駆動用傾動ケーブル１６ｘ
は上昇し、それに伴って、駆動用傾動ケーブル１６ｘと背面側傾動ケーブル１６ｒとが結
合されている結合点３２において駆動用傾動ケーブル１６ｘが背面側傾動ケーブル１６ｒ
を引上げる。この状態を示したのが図４５である。以上の結果、スラットの傾動状態は図
４５に示したようになり、このとき、ブラインドの上方部分はチルトオープン状態に維持
されており、ブラインドの下方部分はスラット傾斜方向が室内側ダウンのチルトクローズ
ド状態になっている。
【００８９】
　図４６に示したのは、中立ポジションにあったインデックスギヤ１２６を、（傾動機構
２６及び傾動ロッド２８’を介して）そこから時計回りに回転させたときの状態であり、
その結果、被動ギヤ１２８、１３０が（並びにそれらに対応した傾動ドラム部材１８４、
１８２が）反時計回りに回転した状態にある。ただし室内側被動ギヤ１２８は、回転を始
めた直後に室内側被動ギヤ１２８の凹部１６０にインデックスギヤ１２６のボス部１４６
が係合するため、その回転が停止される。そのため、室内側傾動ドラム部材１８４に結合
されている駆動用傾動ケーブル１６ｘは、殆ど移動しない。
【００９０】
　一方、壁側被動ギヤ１３０は反時計回りに回転し続け、従って壁側傾動ドラム部材１８
２も反時計回りに回転し続ける。これによって、前面側傾動ケーブル１６ｆは壁側傾動ド
ラム部材１８２に巻取られ、背面側傾動ケーブル１６ｒは壁側傾動ドラム部材１８２から
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繰出される。ただし、背面側傾動ケーブル１６ｒには結合点３２において駆動用傾動ケー
ブル１６ｘが結合されており、この駆動用傾動ケーブル１６ｘは実質的に移動しないため
、背面側傾動ケーブル１６ｒは結合点３２より上方に位置するスラット１４だけを降下さ
せる。結合点３２より下方では、背面側傾動ケーブル１６ｒが駆動用傾動ケーブル１６ｘ
によって支持されているため、背面側傾動ケーブル１６ｒの降下が阻止されている。以上
の結果、結合点３２より上方のスラット１４は、傾斜方向が室内側アップのチルトクロー
ズド状態となり、その他のスラット１４は、傾斜角度が約４５°の半ばまでしか閉じてい
ないチルトクローズド状態となる。
【００９１】
　当業者には容易に理解されるように、背面側傾動ケーブル１６ｒ上の結合点３２の位置
に応じて、チルトクローズド状態にされる一連のスラットと、チルトオープン状態に維持
される一連のスラットとを分ける「分割点」の位置が決まる。また、これも容易に理解さ
れるように、駆動用傾動ケーブル１６ｘを、背面側傾動ケーブル１６ｒに結合する替わり
に、前面側傾動ケーブル１６ｆに結合するようにすれば、それによって結合点３２より下
方のブラインド部分は、スラット傾斜方向が以上に示したような室内側ダウンではなく室
内側アップのチルトクローズド状態になる。
【００９２】
並列型ドラム機構を用いてプリーツ風ブラインドとして構成した実施の形態
　図４７～図４９は、以上に示したブラインドをプリーツ風ブラインドとして構成した場
合の、傾動ケーブルの延在経路を示した図である。図４７に示したようにプリーツ風ブラ
インドとして構成した場合と、図４１に示したようにダブルピッチ型ブラインドとして構
成した場合とで、機構上の相違点は存在しておらず、両者間で相違しているのは、傾動ケ
ーブル１６の延在経路だけである。
【００９３】
　上側スラット１４ｔに対応した第１組の傾動ケーブルセットの前面側傾動ケーブル１６
ａｆは、室内側傾動ドラム部材１８４の外周に時計回りに巻回されて、この室内側傾動ド
ラム部材１８４のスロット状開口１９２ａｆに止着されている。上側スラット１４ｔに対
応した第１組の傾動ケーブルセットの背面側傾動ケーブル１６ａｒは、壁側傾動ドラム部
材１８２の外周に反時計回りに巻回されて、この壁側傾動ドラム部材１８２のスロット状
開口１９２ａｒに止着されている。下側スラット１４ｂに対応した第２組の傾動ケーブル
セットの前面側傾動ケーブル１６ｂｆは、室内側傾動ドラム部材１８４の外周に反時計回
りに巻回されて、この室内側傾動ドラム部材１８４のスロット状開口１９２ｂｆに止着さ
れている。そして、下側スラット１４ｂに対応した第２組の傾動ケーブルセットの背面側
傾動ケーブル１６ｂｒは、壁側傾動ドラム部材１８２の外周に時計回りに巻回されて、こ
の壁側傾動ドラム部材１８２のスロット状開口１９２ｂｒに止着されている。
【００９４】
　図４１に示したダブルピッチ型ブラインドについて説明したときと同様に、このプリー
ツ風ブラインドに関しても、図４７に示したように、傾動機構が中立ポジションにあって
一連のスラット１４がダブルピッチ配列となっている状態にあるところから説明をして行
く。図４８に示したように、傾動ロッド２８’を時計回りに回転させたならば、この傾動
ロッド２８’がインデックスギヤ１２６を時計回りに回転させ、それによって、被動ギヤ
１２８、１３０が（並びにそれらに対応した傾動ドラム部材１８３、１８２が）反時計回
りに回転させられる。室内側被動ギヤ１２８並びにそれに対応した室内側傾動ドラム部材
１８４は、回転を始めた直後に壁側被動ギヤ１３０の凹部１６０にインデックスギヤ１２
６のボス部１４６が係合するため、それ以上の回転を阻止される。そのため、室内側傾動
ドラム部材１８４に止着されている前面側傾動ケーブル１６ａｆ、１６ｂｆは実質的に移
動せず、スラット１４ｔ、１４ｂの前面側の側縁部も実質的に移動しない。
【００９５】
　一方、壁側被動ギヤ１３０並びにそれに対応した壁側傾動ドラム部材１８２は、反時計
回りに数回転に亘って回転し続ける。それによって、第１組の傾動ケーブルセットの背面
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側傾動ケーブル１６ａｒは壁側傾動ドラム部材１８２に巻取られ、第２組の傾動ケーブル
セットの背面側傾動ケーブル１６ｂｒは壁側傾動ドラム部材１８２から繰出されるため、
上側スラット１４ｔの背面側の側縁は上昇し、下側スラット１４ｂの背面側の側縁部は降
下する。以上の結果、このブラインドは、図４８に示したように、上側スラット１４ｔは
室内側ダウンの傾斜方向に傾斜し、下側スラット１４ｂは室内側アップの傾斜方向に傾斜
して、プリーツ様外観を呈することになる。
【００９６】
　図４９に示したのは、図４８のプリーツ風ブラインドであるが、ただし夫々のスラット
の傾斜方向を図４８の場合とは逆方向にして、チルトクローズド状態にしたところを示し
た図である。この状態は、中立ポジションにあった傾動ロッド２８をそこから反時計回り
に回転させたときの状態であり、その傾動ロッド２８の回転によって、インデックスギヤ
１２６が反時計回りに回転させられ、被動ギヤ１２８、１３０が時計回りに回転させられ
る。ただし、壁側被動ギヤ１３０は、回転を始めた直後に壁側被動ギヤ１３０の凹部１６
０にインデックスギヤ１２６のボス部１２６が係合してその回転が停止されるため、室内
側被動ギヤ１２８並びにそれに対応した室内側傾動ドラム部材１８４だけが時計回りに回
転し続ける。この場合、第１組の傾動ケーブルセットの背面側傾動ケーブル１６ａｒ、及
び第２組の傾動ケーブルセットの背面側傾動ケーブル１６ｂｒは、壁側傾動ドラム部材１
８２に結合されており、この壁側傾動ドラム部材１８２は回転しないため、上側スラット
１４ｔと下側スラット１４ｂとのいずれについても、背面側（壁側）の側縁部は実質的に
移動しない。一方、このとき同時に、上側スラット１４ｔに対応した第１組の傾動ケーブ
ルセットの前面側傾動ケーブル１６ａｆは室内側傾動ドラム部材１８４に巻取られ、下側
スラット１４ｂに対応した第２組の傾動ケーブルセットの前面側傾動ケーブル１６ｂｆは
室内側傾動ドラム部材１８４から繰出されるため、上側スラット１４ｔの前面側の側縁部
は上昇させられ、下側スラット１４ｂの前面側の側縁部は降下させられる。以上の結果、
上側スラット１４ｔは傾斜方向が室内側アップの傾斜姿勢を取り、下側スラット１４ｂは
傾斜方向が室内側ダウンの傾斜姿勢を取り、このブラインドは図４９に示したようなプリ
ーツ様外観を呈することになる。
【００９７】
可変径巻付型ドラム機構
　次に図５０～図５１を参照して説明する。図示したブラインド３１０は、図１のブライ
ンド１０に非常に類似しているが、ただし、傾動機能を実現するために、上で説明した傾
動ステーション３０を使用するのではなく、可変径巻付型傾動ステーション３３０を使用
している点が異なっている。可変径巻付型傾動ステーション３３０は、傾動ロッド３２８
を介して、ワンド型傾動機構３２６に機能的に連結されている。ただし、ワンド型傾動機
構以外の、その他の種類の公知の傾動機構を使用することも当然可能であり、例えば、こ
の実施の形態のブラインド３１０に、図１に示した傾動機構２６を使用することも可能で
ある。可変径巻付型傾動ステーション３３０は、図５０に示したように、ダブルピッチ型
ブラインドの実施の形態を格調の高いデザインで構成する上で好適なものであり、この図
５０に示したブラインドは、図５２に示したようにスラット傾斜方向が室内側ダウンのチ
ルトクローズド状態にすることもでき、また、図５３に示したようにスラット傾斜方向が
室内側アップのチルトクローズド状態にすることもできる。
【００９８】
　図５４～図５８について説明すると、可変径巻付型傾動ステーション３３０は、ハウジ
ング３４２と、ドラム部材３３３と、ワッシャ型ストッパ部材３４０とを備えている。図
５５及び図５６に示したように、ドラム部材３３３は、細長い円筒形を思わせる形状を有
する部材であって、共通の軸心を有する３つのフランジ部３４４、３４６、３４８と、左
側フランジ部３４４と中央フランジ部３４６とを連結している第１ウェブ部３５０と、右
側フランジ部３４８と中央フランジ部３４６とを連結している第２ウェブ部３５２とを備
えている。２つのウェブ部３５０、３５２はいずれも、実質的に２次元的な壁部として形
成されている。第１ウェブ部３５０は、ドラム部材３３３の回転軸心３５４からフランジ
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部３４４、３４６の外周縁まで延展している。それらフランジ部の外周縁において、第１
ウェブ部３５０は軸心方向に延在する巻付面３５６（図５９を併せて参照のこと）を画成
しており、この巻付面３５６は左側フランジ部３４４から中央フランジ部３４６にまで亘
って延在している。同様にして、第２ウェブ部３５２は、ドラム部材３３３の回転軸心３
５４からフランジ部３４６、３４８の外周縁まで延展している。それらフランジ部の外周
縁において、第２ウェブ部３５２は軸心方向に延在する巻付面３５８を画成しており、こ
の巻付面３５８は中央フランジ部３４６から右側フランジ部３４８にまで亘って延在して
いる。図示の如く、第１ウェブ部３５０と第２ウェブ部３５２とは、それらの角度位置を
互いに１８０°ずらしてあり、即ち、それらは回転軸心から互いに正反対の径方向へ延展
している。２つのウェブ部３５０、３５２はいずれも、ドラム部材３３３に一体に形成さ
れているため、ドラム部材３３３が回転するときに一体に回転し、従って、このドラム部
材３３３を回転させる傾動ロッドと一体に回転する。また更に、２つのウェブ部３５０、
３５２はいずれも、ドラム部材３３３の回転軸心に対して偏心している。
【００９９】
　第１ウェブ部３５０にはスロット状開口が形成されており、このスロット状開口は、第
１部分３６０と、狭窄部分３６２と、幅広部分３６４とを有する。図５９及び図６０に模
式的に示したように、各々の傾動ケーブル１６には、その末端にコブ部３６６を設けるよ
うにしており、それによって、傾動ケーブル１６をドラム部材３３３に容易に止着できる
ようにしている。コブ部３６６を設けるには、傾動ケーブル１６に結び目を形成してもよ
く、傾動ケーブル１６にビーズを結び付けてもよい。組立てに際しては、傾動ケーブル１
６のコブ部３６６を、スロット状開口の幅広部分３６４に通した後に、その傾動ケーブル
１６をスロット状開口の長手方向にずらし、狭窄部分３６２を越えて幅広部分３６４より
狭い第１部分３６０へ移動させることで、コブ部３６６を第１部分３６０の裏側に引っ掛
けて止着するようにする。第２ウェブ部３５２にも、同様のスロット状開口が形成されて
おり、このスロット状開口は、幅の狭い第１部分３６８と、狭窄部分３６９と、幅広部分
３７０とを有し、第１ウェブ部３５０のスロット状開口と同様にして用いられる。尚、後
に更に詳細に説明するように、以上に説明した止着方法を用いて、２本の傾動ケーブル１
６ｂｒ、１６ｂｆ（これらは、２枚一組のスラット１４ｔ、１４ｂのうちの下側スラット
１４ｂを支持する傾動ケーブルである）を第１ウェブ部３５０に止着し（それゆえ、この
第１ウェブ部を「下側スラット用」ウェブ部３５０と称することがある）、また、２本の
傾動ケーブル１６ａｒ、１６ａｆ（これらは、２枚一組のスラット１４ｔ、１４ｂのうち
の上側スラット１４ｔを支持する傾動ケーブルである）を第２ウェブ部３５２に止着する
ようにしている（それゆえ、この第２ウェブ部を「上側スラット用」ウェブ部３５２と称
することがある）。
【０１００】
　ドラム部材３３３は更に、中空の軸部として形成された第１軸部３７２を備えている。
この第１軸部３７２は、左側フランジ部３４４より左方へ軸心方向に突出しており、この
左側フランジ部３４４に突設されている。また、第１軸部３７２と共通する軸心を有し、
第１軸部３７２と同様に中空の軸部として形成された第２軸部３７４を備えている。この
第２軸部３７４は、右側フランジ部３４８より右方へ軸心方向に突出しており、この右側
フランジ部３４８に突設されている。これら２つの軸部３７２、３７４は、その各々が、
断面形状が非円形の軸孔３７６を有しており、それら軸孔３７６に、傾動ロッド３２８の
夫々の部分が係合することにより、傾動ロッド３２８が回転するときにドラム部材３３３
が回転するようにしてある。尚、２つの軸部３７２、３７４は、夫々が、左側フランジ部
３４４と右側フランジ部３４８とに突設されており、連続した１本の軸部ではないため、
傾動ロッド３２８も連続した１本のロッドではなく、分割された複数の傾動ロッド部分か
ら構成されたものとなっている。
【０１０１】
　図５５に示したように、右側フランジ部３４８と中空の第２軸部３７４との結合部には
それらに対して同心的にリング状壁部３８７が形成されており、このリング状壁部３８７
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により軸心方向に開放した環状凹部３８０が画成されている。この環状凹部３８０は周方
向に、３６０°の略々全周に亘って延在しているが、ただし一箇所だけ途切れており、そ
の途切れた箇所では、この環状凹部３８０が、径方向に延在する短いストッパ壁部３８２
によって遮断されている。後に更に詳細に説明するように、このストッパ壁部３８２を備
えた環状凹部３８０は、ワッシャ型ストッパ部材３４０と協働して、ドラム部材３３３が
３６０°の角度範囲に亘って回転できるようにしている。
【０１０２】
　図５５及び図５７に示したように、ワッシャ型ストッパ部材３４０には、半月形の肩部
３８４が形成されている。この半月形の肩部３８４は、ワッシャ型ストッパ部材３４０の
内周面３８６に沿って軸心方向左方へ突出しており、ドラム部材に対するストッパ部とし
て機能するものである。ワッシャ型ストッパ部材３４０には更に、円弧方向の長さが短い
ストッパ突起３８８が形成されている。このストッパ突起３８８は、ワッシャ型ストッパ
部材３４０の外周面３９０に沿って軸心方向右方へ突出しており、ハウジングに対するス
トッパ部として機能するものである。ワッシャ型ストッパ部材３４０は、中空の第２軸部
３７４の末端部の外周に摺動可能に嵌合され、半月形の肩部３８４はドラム部材３３３の
環状凹部３８０の中に嵌合される。ドラム部材３３３がワッシャ型ストッパ部材３４０に
対して相対回転することができる角度範囲は、半月形の肩部３８４の両端のストッパ端部
３９２、３９４の一方がストッパ壁部３８２に突き当たる角度位置から、他方がストッパ
壁部３８２に突き当たる角度位置までに限られるため、その相対回転が可能な角度範囲は
１８０°より僅かに小さな角度に制限される。
【０１０３】
　図５５及び図５８に示したように、ハウジング３４２は、２つの側壁部３９６、３９８
と、２つの端壁部４００、４０２と、１つの底壁部４０４とを備えている。２つの端壁部
４００、４０２には、夫々、Ｕ字形の支承部４０６、４０８が形成されており、それら支
承部４０６、４０８は、中空の軸部３７２、３７４を支持することによって、ドラム部材
３３３を回転可能に支持する。端壁部４００の延在平面に対して約４５°の角度をなして
アーム部４０９が軸心方向に延在しており、このアーム部４０９は、ハウジング３４２に
ドラム部材３３３を装着したならば、そのドラム部材３３３の第２軸部３７４の中心線の
上方を延在するように突出しており、それによって、ドラム部材３３３がハウジング３４
２から持ち上がって外れるのを防止している。
【０１０４】
　２つの端壁部４００、４０２の間の軸心方向の距離は、左側フランジ部３４４の外側面
と右側フランジ部３４８の外側面との間の距離（また更に、右側フランジ部３４８の外側
面に沿って装着されるワッシャ型ストッパ部材３４０の厚さを加えた距離）より僅かに長
いだけであり、それによって、ドラム部材３３３がハウジング３４２に対して相対的に軸
心方向に大きく変位することが防止されている。
【０１０５】
　図５８に示したように、支承部４０６の両側に１つずつの段部４１０、４１２が形成さ
れており、それらはワッシャ型ストッパ部材３４０のストッパ突起３８８と協働して、ド
ラム部材３３３が夫々の方向に自由に回転できる角度範囲を制限するストッパ段部として
機能するものである。このストッパ段部の機能については後に更に詳細に説明する。
【０１０６】
　傾動ステーション３３０を組立てる際には、図５４に示したように、中空の第２軸部３
７４の外周にワッシャ型ストッパ部材３４０を嵌合し、右側フランジ部３４８の環状凹部
３８０の中に半月形の肩部３８４を嵌合する。次に、このアセンブリをハウジング３４２
に装着し、その際には、中空の第１軸部３７２をＵ字形の支承部４０８に回転可能に支持
させ、中空の第２軸部３７４をＵ字形の支承部４０６に回転可能に支持させる。このよう
にして組付けたならば、ハウジング３４２から延出して第２軸部３７４の上方を延在して
いるアーム部４０９が、ドラム部材３３３がハウジング３４２から外れるのを防止する。
【０１０７】
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　ハウジング３４２に形成されている２つのストッパ段部４１０、４１２は、ワッシャ型
ストッパ部材３４０のストッパ突起（ハウジングに対するストッパ部）３８８がそれらス
トッパ段部４１０、４１２の一方に突き当たる角度位置から他方に突き当たる角度位置ま
での間隔が丁度１８０°になるような位置に形成されており、それによって、ワッシャ型
ストッパ部材３４０がハウジング３４２に対して１８０°の角度範囲内で相対的に回転で
きるようにしている。そして、既述のごとく、ドラム部材３３３がワッシャ型ストッパ部
材３４０に対して相対回転することができる角度範囲は、半月形の肩部３８４の両端のス
トッパ端部３９２、３９４の一方が環状凹部３８０のストッパ壁部３８２に突き当たる角
度位置から、他方がそのストッパ壁部３８２に突き当たる角度位置までに限られるため、
その相対回転が可能な角度範囲は１８０°より僅かに小さな角度に制限される。従って、
ドラム部材３３３のストッパ壁部３８２と協働するワッシャ型ストッパ部材３４０のスト
ッパ端部３９２、３９４と、ワッシャ型ストッパ部材３４０のストッパ突起３８８と協働
するハウジング３４２のストッパ段部４１０、４１２との組合せによって、合計としての
ドラム部材３３３の回転可能な角度範囲は３６０°になっている。
【０１０８】
　図５５及び図５８に示したように、ハウジング３４２の底壁部４０４には、細長いスロ
ット状開口４１４が形成されている。前面側傾動ケーブル及び背面側傾動ケーブルは、こ
のスロット状開口４１４を通してハウジング３４２から引出され、そして、ヘッドレール
３１２に形成されているそれら傾動ケーブルに対応した開口（不図示）に挿通される。更
に、昇降操作用コード２０も、このスロット状開口４１４を通してハウジング３４２から
引出すことができ、引出された昇降操作用コード２０は一連のスラット１４に形成されて
いる開口に挿通されて、その先端がボトムレールに結合され、これについては従来公知の
ブラインドと同様である。
【０１０９】
　また、この傾動駆動用アセンブリ（傾動ステーション）３３０を、ヘッドレール３１２
に装着する前または装着した後の適当な時点で、複数本の傾動ケーブル１６をドラム部材
３３３に結合し、その際には、それら傾動ケーブル１６を、ブラインドの動作形態を所望
の形態とするために必要とされる延在経路に沿って取回すようにし、そのような傾動ケー
ブル１６の延在経路については後に更に詳細に説明する。先に説明したものと同様に、傾
動ケーブル１６をドラム部材３３３に結合するには、先ず、結合しようとする傾動ケーブ
ル１６の端部にコブ部３６６（例えば結び目やビーズなど）を設け、そして、そのコブ部
３６６を、ドラム部材３３３のウェブ部３５０、３５２に形成されているスロット状開口
３６０、３６８のうちの、その傾動ケーブル１６を結合しようとするスロット状開口に挿
入してそのスロット状開口の裏側に引っ掛ける。傾動ケーブル１６のコブ部３６６は、傾
動ケーブル１６が引っ張られたときにドラム部材３３３のウェブ部３５０または３５２か
ら抜けてしまうのを防止するものであり、また、傾動ケーブル１６をドラム部材３３３に
迅速且つ好適に結合できるようにするものである。
【０１１０】
可変径巻付型傾動機構を用いてダブルピッチ型ブラインドとして構成した実施の形態
　図５９～図６４に、可変径巻付型傾動ステーション３３０を用いた典型的なダブルピッ
チ型ブラインドの実施の形態における傾動ケーブル１６の延在経路を示した。先に説明し
たものと同様に、それらの図においても、また、それら以降のそれらに類似したどの図に
おいても、傾動ケーブル１６の延在経路と、ドラム部材３３３のポジションとを、ブライ
ンド３１０のスラット１４の対応する姿勢に関連付けて示した。また、理解を更に容易に
するために、それらの図には、ドラム部材３３３の詳細な拡大図を併せて示し（ただし図
を見易くするために、ハウジング３４２及びワッシャ型ストッパ部材３４０を除いた図と
してある）、それによって、スラット１４の姿勢に対応した、ドラム部材３３３の角度位
置、並びに傾動ケーブル１６の延在経路を明示した。
【０１１１】
　既述のごとく、傾動ケーブルであることを表す共通参照符号としては「１６」を使用し
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ており、更に以下の添字を使用して個々の傾動ケーブルを区別している。
　「ａ」という添字は、２枚一組のスラットのうちの上側スラット１４ｔを支持している
第１組の傾動ケーブルセットに含まれる傾動ケーブルであることを表している。
　「ｂ」という添字は、２枚一組のスラットのうちの下側スラット１４ｂを支持している
第２組の傾動ケーブルセットに含まれる傾動ケーブルであることを表している。
　「ｆ」という添字は、ブラインドの室内側に配設された前面側傾動ケーブルであること
を表している。
　「ｒ」という添字は、ブラインドの壁側（窓側）に配設された背面側傾動ケーブルであ
ることを表している。
【０１１２】
　可変径巻付型ドラム機構を用いてダブルピッチ型ブラインドとして構成した実施の形態
には、一般的に２組のラダーテープが装備され、それらのうち第１組のラダーテープは、
２枚一組のスラットのうちの上側スラットに対応した前面側傾動ケーブル１６ａｆ及び背
面側傾動ケーブル１６ａｒを含むものであり、第２組のラダーテープは、２枚一組のスラ
ットのうちの下側スラットに対応した前面側傾動ケーブル１６ｂｆ及び背面側傾動ケーブ
ル１６ｂｒを含むものである。
【０１１３】
　図５０、図５９、及び図６０について説明すると、それらの図においては、ドラム部材
３３３が中立ポジションにある。ここでいうドラム部材３３３の中立ポジションとは、ブ
ラインド３１０のスラット１４のポジション（位置及び姿勢）が、図５０に示したように
ダブルピッチ配列で全開のチルトオープン状態にあるときの、それに対応したドラム部材
３３３のポジションであり、このときのスラット１４は、上下に隣り合う２枚ずつのスラ
ット１４ｔ、１４ｂが一組となって互いにぴったりと重なり合っている。スラット１４が
このようにダブルピッチ配列とされているときには、ある２枚一組の重なり合ったスラッ
ト１４ｔ、１４ｂと、それに隣接する２枚一組の重なり合ったスラット１４ｔ、１４ｂと
の間の開放領域の大きさが、スラットが等間隔の「通常配列」とされている場合のスラッ
トどうしの間の開放領域と比べて、実質的に２倍の大きさになっており、そのためこのス
ラット配列を「ダブルピッチ配列」と呼んでいる。
【０１１４】
　この実施の形態では（図６０に最も明瞭に示されているように）上側スラット１４ｔに
関しては、第１組の傾動ケーブルセットの室内側傾動ケーブル１６ａｆが、「上側スラッ
ト用」ウェブ部３５２のスロット状開口３６８から（図６０の視点から見て）時計周りに
取回されており、即ち、そこから先ず下方へ導かれ、巻付面３５８を回り込んで今度は上
方へ導かれ、ウェブ部３５２の内側縁を回り込んだ後に、一連の上側スラット１４ｔの室
内側の側縁部へと導かれている。また同様に、第１組の傾動ケーブルセットの壁側傾動ケ
ーブル１６ａｒが、「上側スラット用」ウェブ部３５２のスロット状開口３６８から（同
じく図６０の視点から見て）反時計周り取回されており、即ち、そこから先ず下方へ導か
れ、巻付面３５８を回り込んで今度は上方へ導かれ、ウェブ部３５２の内側縁を回り込ん
だ後に、一連の上側スラット１４ｔの壁側の側縁部へと導かれている。
【０１１５】
　一方、下側スラット１４ｂに関しては、第２組の傾動ケーブルセットの室内側傾動ケー
ブル１６ｂｆが、「下側スラット用」ウェブ部３５０のスロット状開口３６０から時計回
りに取回されており、このウェブ部３５０の巻付面３５６を回り込んだ後に下方へ、一連
の下側スラット１４ｂの室内側の側縁部へと導かれている。また、第２組の傾動ケーブル
セットの壁側傾動ケーブル１６ｂｒが、「下側スラット用」ウェブ部３５０のスロット状
開口３６０から反時計回りに取回されており、このウェブ部３５０の巻付面３５６を回り
込んだ後に下方へ、下側スラット１４ｂの壁側の側縁部へと導かれている。傾動ケーブル
１６の延在経路が以上のように設定されており、そして以上の状態にあるときには、一連
のスラット１４は、図５０及び図５１に示したように、ダブルピッチ配列のチルトオープ
ン状態になっている。
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【０１１６】
　図６１及び図６２に示したのは、中立ポジションにあったドラム部材３３３を（傾動機
構３２６が傾動ロッド３２８を反時計回りに回転させるような操作方向にワンドを回転操
作することによって）そこから反時計回りに回転させたときの状態であり、その結果とし
て、「下側スラット用」ウェブ部３５０及びその巻付面３５６は（ドラム部材３３３の回
転軸心３５４の高さに対して相対的に）降下しており、一方、「上側スラット用」ウェブ
部３５２及びその巻付面３５８は（ドラム部材３３３の回転軸心３５４の高さに対して相
対的に）上昇している。このドラム部材３３の回転が、夫々の傾動ケーブル１６の「見か
けの」長さに影響を及ぼし、それについて以下に説明する。
【０１１７】
　図６１及び図６２に示したのは、ドラム部材３３３を反時計回りに９０°回転させたと
きの状態である。壁側傾動ケーブル１６ａｒ、１６ｂｒの「見かけの」長さは増大してお
り、一方、室内側傾動ケーブル１６ａｆ、１６ｂｆの「見かけの」長さは減少している。
その結果、ブラインド３１０の状態は、スラット傾斜方向が室内側アップの半ば閉じたチ
ルトクローズド状態になっている。ドラム部材３３３をそこから更に反時計回りに回転さ
せて１８０°まで回転させたならば、図６３及び図６４に示したように、壁側傾動ケーブ
ル１６ａｒ、１６ｂｒの「見かけの」長さは更に増大し、室内側傾動ケーブル１６ａｆ、
１６ｂｆの「見かけの」長さもそれに応じて更に減少する。その作用の結果を示したのが
図５３であり、そこでは、ブラインド３１０の状態は、スラット傾斜方向が室内側アップ
の完全に閉じたチルトクローズド状態になっている。
【０１１８】
　ここで注目すべきことは、傾動ケーブル１６の「見かけの」長さの変化量は、その傾動
ケーブル１６がドラム部材３３３の周囲に取回されている延在経路に応じて、異なった量
になることである。例えば、下側スラットに対応した第２組の傾動ケーブルセットの壁側
傾動ケーブル１６ｂｒの相対位置の変化量は、第２組の傾動ケーブルセットの室内側傾動
ケーブル１６ｂｆの相対位置の変化量より大きい（そのため、下側スラット１４ｂの壁側
の側縁部の降下量は、下側スラット１４ｂの室内側の側縁部の上昇量より大きい）。同様
に、上側スラット１４ｔに関しても、室内側傾動ケーブル１６ａｆの上昇速度は、壁側傾
動ケーブル１６ａｒの降下速度より大きい。
【０１１９】
　このように、夫々の傾動ケーブル１６の長さの変化量を互いに異ならせている要因は、
それら傾動ケーブル１６の延在経路にある。これについては、例えば、図６０、図６２、
及び図６４に示したように、ドラム部材３３３を反時計回りに回転させて行くときの、下
側スラット１４ｂに対応した前面側傾動ケーブル１６ｂｆ及び背面側傾動ケーブル１６ｂ
ｒの状態について考察するのがよく、それは以下のようになる。先ず、これら３つの図に
示した状態のいずれにおいても、前面側傾動ケーブル１６ｂｆの様々な部分の長さは実質
的に同一である。即ち、コブ部３６６から巻付面３５６までの部分の長さは、それら３つ
の状態の間で変化していない。また、巻付面３４６を回り込んでいる部分の長さも、それ
ら３つの状態の間で変化していない。そして、巻付面３４６の終了点からスラット１４ｂ
に至るまでの部分の長さは、短縮されはするものの、その短縮量は、ウェブ部３５０の内
側縁に接触することになる傾動ケーブル１６ｂｆの円弧状部分の長さでしかない。
【０１２０】
　前面側傾動ケーブル１６ｂｆの長さの減少量がこのように僅かであるのに対して、同じ
く下側スラット１４ｂに対応した背面側傾動ケーブル１６ｂｒの長さの増大量はかなり大
きい。図６０と図６４を見比べれば明らかなように、背面側傾動ケーブル１６ｂｒの長さ
の増大量は、実質的に、図５６に「Ｘ」で示した長さに、図６０に「Ｙ」で示した長さを
加えた合計長さ（換言するならば、ウェブ部３５０の径方向寸法即ち回転軸心からウェブ
部３５０の巻付面３５６までの寸法の２倍に、巻付面３５６の幅寸法を加えた合計長さ）
に等しい。
【０１２１】
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　この実施の形態においては、傾動ケーブル１６の「見かけの」長さの変化量は、下側ス
ラットに対応した第２組の傾動ケーブルセットの背面側傾動ケーブル１６ｂｒと、上側ス
ラットに対応した第１組の傾動ケーブルセットの前面側傾動ケーブル１６ａｆとで同一で
あって、それらが降下するときの降下量は大きく、また、上側スラットに対応した第１組
の傾動ケーブルセットの背面側傾動ケーブル１６ａｒと、下側スラットに対応した第２組
の傾動ケーブルセットの前面側傾動ケーブル１６ｂｆとで同一であって、それらが降下す
るときの降下量は小さい。その結果として得られる作用は、上側スラット１４ｔ及び下側
スラット１４ｂが単に回動（傾動）するだけでなく、上側スラット１４ｔと下側スラット
１４ｂとが、上下方向に相対移動するということである。即ち、上側スラット１４ｔは傾
動しつつ上方へ移動し、下側スラット１４ｂは傾動しつつ下方へ移動する。尚、どのスラ
ットも、そのスラットの傾動に伴う鉛直方向の移動量は、ブラインドが全開のチルトオー
プン状態にあったときには互いにぴったりと重なり合った状態（図５０参照）にあった２
枚一組の上側スラットと下側スラットとが、傾動を終了した時点では上下に離隔してそれ
らの間に小さな上下方向の重なり部４１６だけが存在する状態（図６３参照）となるよう
にする上で必要とされる、最小限度の移動量となるようにしている。
【０１２２】
　以上を要約すると、ウェブ部３５０、３５２が回転軸心に対して偏心していること（こ
れを最も明瞭に示しているのはおそらく図５６であり、同図に示したようにウェブ部３５
０、３５２はいずれもドラム部材３３３の回転軸心３５４に対して偏心している）、それ
に、それらウェブ部３５０と３５２とが角度的に互いに１８０°オフセットしていること
によって、個々の傾動ケーブル１６が、その傾動ケーブルに対応したウェブ部に巻付くと
きの巻付方が、その傾動ケーブルの延在経路に応じた可変径巻付きとなるため、ある傾動
ケーブルの「見かけの」長さの変化量が、他の傾動ケーブルの「見かけの」長さの変化量
とは異なった大きさになるのである。尚、ドラム部材３３３が、その回転軸心３５４を中
心として第２の方向、即ち逆方向に回転するときには、状況は以上と逆になり、ブライン
ド３１０の状態は図５２に示したように、スラット傾斜方向が室内側ダウンのチルトクロ
ーズド状態になる。
【０１２３】
　ドラム部材３３３の回転によって、ブラインドの状態を、図５０に示したダブルピッチ
配列のチルトオープン状態から、図５３に示したスラット傾斜方向が室内側アップのチル
トクローズド状態にするには、このドラム部材３３３を、反時計回りに１８０°回転させ
るようにする。また同様に、ドラム部材３３３を、図５９に示した中立ポジションから時
計回りに１８０°回転させると、それによってブラインドの状態は、図５２に示したスラ
ット傾斜方向が室内側ダウンのチルトクローズド状態になる。
【０１２４】
　尚、以上に示した可変径巻付ドラム型傾動ステーション３３０は、その機能を果たす上
で、ワッシャ型ストッパ部材３４０を必ずしも必要としない。ドラム部材３３３の回転角
度範囲を規制する回転式ストッパ部材を備えていなくても、ユーザが単に、ブラインドが
チルトクローズド状態になったことを判断して、スラットを傾動させる操作を停止するよ
うにすればよい。また、ドラム部材３３３の回転角度範囲を３６０°に規制するために、
その他のストッパ機構を用いるようにしてもよい。また、（ワッシャ型ストッパ部材３４
０を必要としないような）単純なストッパ機構（不図示）をハウジング３４２とドラム部
材３３３との間に直接設けて、ドラム部材３３３が略々３６０°の回転ができるようにし
てもよく、そうすれば、室内側アップと室内側ダウンとの少なくとも一方のスラット傾斜
方向においてブラインド３１０を略々完全に（厳密に完全ではないにしても）閉じたチル
トクローズド状態にすることができる。更に、傾動ロッド３２８の回転角度範囲またはコ
ード駆動式傾動機構３２６の回転角度範囲を規制することによって、ドラム部材３３３の
回転角度範囲を間接的に規制するようにしてもよい。
【０１２５】
非対称可変径巻付型ドラム機構
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　図６５～図８１に示したのは、以上に説明したものとは別のドラム部材３３３’を用い
た傾動ステーション３３０’である。この傾動ステーション３３０’は、以上に説明した
傾動ステーション３３０と類似した構成のものであるが、最も大きな相違点は、非対称可
変径巻付型ドラム部材３３３’を用いていることであり、これについて以下に更に詳細に
説明する。
【０１２６】
　ブラインド３１０’（図７１参照）は、図５０のブラインド３１０に非常に類似してい
るが、ただし、傾動機能を実現するために、上で説明した傾動ステーション３３０を使用
するのではなく、非対称可変径巻付型傾動ステーション３３０’を使用している点が異な
っている。非対称可変径巻付型傾動ステーション３３０’は、傾動ロッド３２８’を介し
て、傾動機構（不図示）に機能的に連結されている。その傾動機構は、図５０の傾動機構
３２６と同じものでもよく、また、その他の種類の公知の傾動機構を使用することも可能
であり、例えば、この実施の形態のブラインド３１０’に、図１に示した傾動機構２６を
使用することも可能である。非対称可変径巻付型傾動ステーション３３０’は、図７１に
示したように、ダブルピッチ型ブラインドの実施の形態を格調の高いデザインで構成する
上で好適なものであり、この図７１に示したブラインドは、図７７に示したようにスラッ
ト傾斜方向が室内側ダウンのチルトクローズド状態にすることもでき、また、スラット傾
斜方向が室内側アップのチルトクローズド状態にすることもできる。
【０１２７】
　図７１について説明すると、非対称可変径巻付型傾動ステーション３３０’は、ハウジ
ング３４２’と、ドラム部材３３３’とを備えている。これらに加えて更に、図５５の傾
動ステーション３３０のワッシャ型ストッパ部材３４０のような、ワッシャ型ストッパ部
材（不図示）を備えるようにしてもよい。
【０１２８】
　図６５～図７０に示したように、ドラム部材３３３’は、細長い円筒形を思わせる形状
の部材であり、共通の軸心を有する５つのフランジ部３４６’、３４７’、３４８’、３
４９’、３５０’を備えている。ドラム部材３３３’は更に、径方向に延在する単一型ウ
ェブ部３５１’と、２枚一組のペア型ウェブ部３５２’、３５３’とを備えており、単一
型ウェブ部３５１’は第２フランジ部３４７’と第３フランジ部３４８’とを連結してお
り、ペア型ウェブ部３５２’、３５３’は第３フランジ部３４８’と第４フランジ部３４
９’とを連結している。合計３つのウェブ部３５１’、３５２’、３５３’はいずれも、
実質的に２次元的な形状（板状）の壁部として形成されている。
【０１２９】
　図６７及び図６９に最も明瞭に示されているように、径方向に延在する単一型ウェブ部
３５１’は、回転軸心３５４’を含む仮想平面３６１’に沿って径方向に延在している。
単一型ウェブ部３５１’は、ドラム部材３３３’の回転軸心３５４’のすぐ外側から第２
フランジ部３４７’及び第３フランジ部３４８’の外周縁のすぐ内側までに亘って延在し
ている。単一ウェブ部３５１’の外側縁には、丸みの付いた巻付面３５６’が形成されて
おり、この巻付面３５６’は第２フランジ部３４７’から第３フラン順梁部材３４８’に
まで亘って延在している。
【０１３０】
　図６５、図６７、図６９、及び図７０に最も明瞭に示されているように、ペア型ウェブ
部を構成している２つのウェブ部３５２’、３５３’は、互いに同一形状であり、互いに
対向しており、径方向に延在する単一型ウェブ部３５１’の延在平面であるところの仮想
平面３６１’に対して平行に延在しており、そして、その仮想平面３６１’の互いに反対
側に位置している。それら２つのウェブ部３５２’３５３’はいずれも、軸心３５４’に
おいて仮想平面３６１’に垂直に交わる仮想平面３５９’のすぐ外側から延出して、第３
フランジ部３４８’及び第４フランジ部３４９’の外周縁のすぐ内側まで延在しており、
これは図６５及び図７０に最も明瞭に示されている通りである。ペア型ウェブ部を構成し
ている２つのウェブ部３５２’、３５３’の内側縁３５８’、３５９’には丸みが付けら
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れており、それら内側縁３５８’、３５９’は第３フランジ部３４８’から第４フランジ
部３４９’にまで亘って延在しており、それによって、第３フランジ部３４８’と第４フ
ランジ部３４９’との間に、丸みの付いた巻付面３５８’、３５９’が形成されている。
更に、２つのウェブ部３５２’、３５３’の外側縁３５５’、３５７’も、丸みの付いた
巻付面として形成されている。尚、図６９に示したように、径方向に延在する単一型ウェ
ブ部３５１’と、２枚一組のペア型ウェブ部３５２’、３５３’とは、それらの角度位置
に１８０°の位相差をもたせてある。３つのウェブ部３５１’、３５２’、３５３’はい
ずれも、ドラム部材３３３’に一体に設けられているため、ドラム部材３３３’と一体に
回転し、ひいては、このドラム部材３３３’を駆動して回転させる傾動ロッド３２８’と
一体に回転する。ウェブ３５１’、３５２’、３５３’の各々も、また、ドラム部材３３
３’の回転軸心に対して偏心している。
【０１３１】
　図６８に示したように第２フランジ部３４７’には２つのスロット状開口が形成されて
おり、それらスロット状開口の各々は、導入部分３６０’と、狭窄部分３６２’と、幅広
の奥部分３６４’とを有する。図７２に模式的に示したように、各々の傾動ケーブル１６
には、その末端に結び目やビーズなどからなるコブ部３６６’を設けるようにしており、
それによって、傾動ケーブル１６をドラム部材３３３’に容易に止着できるようにしてい
る。組立てに際しては、傾動ケーブル１６をドラム部材３３３’の回転軸心に平行にし、
コブ部３６６’が第２フランジ部３４７’の左側に位置して、傾動ケーブル１６のコブ部
以外の部分が第３フランジ部３４７’の右側にくるようにする。続いて、その傾動ケーブ
ル１６を、スロット状開口の導入部分３６０’の開いた口へ押し込み、更に狭窄部分３６
２’を越えて奥まで押し込むことによって、コブ部３６６’が第２フランジ部３４７’の
左側の側面に引っ掛かるようにする。そして、図７１に示したように、その傾動ケーブル
１６を第２フラン順梁部材３４７’の右側の側面に沿って延出させる。
【０１３２】
　図７０に示したように、第４フランジ部３４９’には、ウェブ部３５２’、３５３’の
すぐ内側に、小さめの２つのスロット状開口が形成されている。それら２つのスロット状
開口は、その各々が、テーパの付いた導入部分３６８’と、狭窄部分３６９’と、幅広の
奥部分３７０’とを有しており、上で説明したように、傾動ケーブル１６をドラム部材３
３３’に止着するために用いられるものである。
【０１３３】
　尚、後に更に詳細に説明するように、以上に説明した止着方法を用いて、２本の傾動ケ
ーブル１６ｂｒ、１６ｂｆ（これらは、２枚一組のスラット１４ｔ、１４ｂのうちの下側
スラット１４ｂを支持する傾動ケーブルである）を第２フランジ部３４７’に止着し（そ
れゆえ、この第２フランジ部を「下側スラット用」フランジ部３４７’と称することがあ
る）、また、２本の傾動ケーブル１６ａｒ、１６ａｆ（これらは、２枚一組のスラット１
４ｔ、１４ｂのうちの上側スラット１４ｔを支持する傾動ケーブルである）を第４フラン
ジ部３４９’に止着するようにしている（それゆえ、この第４フランジ部を「上側スラッ
ト用」フランジ部３４９’と称することがある）。
【０１３４】
　ドラム部材３３３’は更に、中空軸部３７２’を備えている（図６５参照）。この中空
軸部３７２’は、断面形状が非円形（図示例では六角形）の軸孔３７６’を有する。軸孔
３７６’は、ドラム部材３３３’をその全長に亘って貫通して軸心方向に延在しており、
傾動ロッド３２８’をこの軸孔３７６’に嵌合することで、傾動ロッド３２８’の回転に
よってドラム部材３３３’を回転させることができるようにしている。先に説明した可変
径巻付型傾動ステーション３３０（この傾動ステーション３３０では、傾動ロッド３２８
がドラム部材３３３をその全長に亘って貫通するようにはなっていない）とは異なり、こ
の実施の形態の非対称可変径巻付型傾動ステーション３３０’では、傾動ロッド３２８’
がドラム部材３３３’をその全長に亘って貫通するようにしてある。この特徴を備えてい
るため、連続した１本の傾動ロッド３２８’の全長のどの位置にも、ドラム部材３３３’
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を（ひいては傾動ステーション３３０’を）装着することが可能になっている。
【０１３５】
　図６７に最も明瞭に示されているように、中空軸部３７２’は、ドラム部材３３３’の
全長の２箇所において略々完全に露出している。それら２箇所のうちの一方は「下側スラ
ット用」単一型ウェブ部３５１’の基端部３７３’の箇所である。また、それら２箇所の
うちの他方は「上側スラット用」ペア型ウェブ３５２’、３５３’を支持している第３フ
ランジ部３４８’と第４フランジ部３４９’との間の箇所である。このように２箇所にお
いて略々完全に露出している特徴を備えているため、傾動ケーブル１６ｂｆ、１６ｂｒを
単一型ウェブ部３５１’の基端部に沿わせて巻付けることが可能になっており（ブライン
ド３１０’が図７８に示したように、スラット傾斜方向が室内側ダウンの完全に閉じたチ
ルトクローズド状態にあるときに、傾動ケーブル１６ｂｒがそのような巻付状態となって
いる）、それによってブラインドのその他の傾動ケーブルに対する相対的な「見かけの」
長さの変化量に対して最小限の影響しか及ばないようになっており、これについては後に
更に詳細に説明する。
【０１３６】
　可変径巻付型傾動ステーション３３０の場合と同様に、この非対称可変径巻付型傾動ス
テーション３３０’にも、ドラム部材３３３’及びハウジング３４２’と協働してドラム
部材３３３’の回転角度範囲を規制するためのワッシャ型ストッパ部材（不図示）を装備
することができる。
【０１３７】
　更に、可変径巻付型傾動ステーション３３０の場合と同様に、この非対称可変径巻付型
傾動ステーション３３０’でも、ハウジング３４２’には細長いスロット状開口４１４’
（図７１参照）が形成されている。前面側傾動ケーブル及び背面側傾動ケーブルは、この
スロット状開口４１４’を通してハウジング３４２’から引出され、そして、ヘッドレー
ル３１２’に形成されているそれら傾動ケーブルに対応した開口（不図示）を通してヘッ
ドレール３１２’から引出される。更に、昇降操作用コード２０も、このスロット状開口
４１４’を通してハウジング３４２’から引出すことができ、引出された昇降操作用コー
ド２０は一連のスラット１４ｔ、１４ｂに形成されている開口に挿通されて、その先端が
ボトムレールに結合され、これについては従来公知のブラインドと同様である。
【０１３８】
　また更に、この傾動駆動用アセンブリ（傾動ステーション）３３０’を、ヘッドレール
３１２’に装着する前または装着した後の適当な時点で、複数本の傾動ケーブル１６をド
ラム部材３３３’に結合し、その際には、それら傾動ケーブル１６を、ブラインドの動作
形態を所望の形態とするために必要とされる延在経路に沿って取回すようにし、そのおよ
うな傾動ケーブル１６の延在経路については後に更に詳細に説明する。先に説明したもの
と同様に、傾動ケーブル１６をドラム部材３３３’に結合するには、先ず、傾動ケーブル
１６の端部にコブ部３６６’（例えば結び目やビーズなど）を設け、そして、そのコブ部
３６６’を、ドラム部材３３３’のフランジ部３４７’、３４９’に夫々に形成されてい
るスロット状開口３６４’、３７０’のうちの、その傾動ケーブル１６を結合しようとす
るスロット状開口に挿入してそのスロット状開口の裏側に引っ掛ける。傾動ケーブル１６
のコブ部３６６’は、傾動ケーブル１６が引っ張られたときにドラム部材３３３’のフラ
ンジ部３４７’または３４９’から抜けてしまうのを防止するものであり、また、傾動ケ
ーブル１６をドラム部材３３３’に迅速且つ好適に結合できるようにするものである。
【０１３９】
　ドラム部材３３３’を制作するに際しては、以上に説明した基本的な形態に従いつつ、
スラットの幅寸法、スラット間隔（ピッチ）、チルトクローズド状態にしたときの隣り合
うスラット１４ｔ、１４ｂどうしの重なり部の大きさ、それに、傾動ロッド３２８の寸法
などを考慮に入れて、このドラム部材３３３’の各部の寸法及び形状を適宜に選定するよ
うにすればよい。より具体的には、それら変数（スラットの幅寸法、ピッチ、重なり部の
大きさ、それに、傾動ロッドの寸法）が決定されたならば、それら変数の決定値に基づい
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て、ペア型ウェブ部３５２’、３５３’の寸法と、ペア型ウェブ部３５２’、３５３’の
ドラム部材３３３’上における位置と、ペア型ウェブ部３５２’、３５３’の延在方向と
を、所望の結果が得られるように適切に定めればよい。
【０１４０】
　図示した実施の形態におけるドラム部材３３３’のペア型ウェブ部３５２’、３５３’
は、重なり部４１６’の大きさが７ｍｍのブラインドに適合するように設計したものであ
る。
【０１４１】
非対称可変径巻付型機構を用いてダブルピッチ型ブラインドとして構成した実施の形態
　図７１～図７９に、非対称可変径巻付型傾動ステーション３３０’を用いて典型的なダ
ブルピッチ型ブラインドとして構成した実施の形態における、傾動ケーブル１６の延在経
路を示した。先に説明したものと同様に、それらの図においても、またそれら以降のそれ
らに類似したどの図においても、傾動ケーブル１６の延在経路と、ドラム部材３３３’の
ポジションとを、ブラインド３１０’のスラット１４ｔ、１４ｂの対応する姿勢に関連付
けて示した。また、理解を更に容易にするために、それらの図には、ドラム部材３３３’
の詳細な拡大図を併せて示し（ただし図を見易くするために、ハウジング３４２’及びヘ
ッドレール３１２’を除いた図としてある）、それによって、スラット１４ｔ、１４ｂの
姿勢に対応した、ドラム部材３３３’の角度位置、並びに傾動ケーブル１６の延在経路を
明示した。また、既述のごとく、傾動ケーブルであることを表す共通参照符号としては「
１６」を使用しており、更に以下の添字を使用して個々の傾動ケーブルを区別している。
　「ａ」という添字は、２枚一組のスラットのうちの上側スラット１４ｔを支持している
第１組の傾動ケーブルセットに含まれる傾動ケーブルであることを表している。
　「ｂ」という添字は、２枚一組のスラットのうちの下側スラット１４ｂを支持している
第２組の傾動ケーブルセットに含まれる傾動ケーブルであることを表している。
　「ｆ」という添字は、ブラインドの室内側に配設された前面側傾動ケーブルであること
を表している。
　「ｒ」という添字は、ブラインドの壁側（窓側）に配設された背面側傾動ケーブルであ
ることを表している。
【０１４２】
　非対称可変径巻付型ドラム部材３３３’を用いたダブルピッチ型ブラインドの実施の形
態には、一般的に、２組のラダーテープが装備され、それらのうち第１組のラダーテープ
は、２枚一組のスラットのうちの上側スラット１４ｔに対応した前面側傾動ケーブル１６
ａｆ及び背面側傾動ケーブル１６ａｒを含むものであり、第２組のラダーテープは、２枚
一組のスラットのうちの下側スラット１４ｂに対応した前面側傾動ケーブル１６ｂｆ及び
背面側傾動ケーブル１６ｂｒを含むものである。
【０１４３】
　図７１、図７２、及び、図７３について説明すると、それらの図においては、ドラム部
材３３３’が中立ポジションにある。ここでいうドラム部材３３３’の中立ポジションと
は、ブラインド３１０’のスラット１４ｔ、１４ｂのポジション（位置及び姿勢）が、図
７１に示したようにダブルピッチ配列で全開のチルトオープン状態にあるときの、それに
対応したドラム部材３３３’のポジションであり、このときスラット１４ｔ、１４ｂは、
上下に隣り合う２枚ずつのスラット１４ｔ、１４ｂが一組となって互いにぴったりと重な
り合っている。スラットがこのようにダブルピッチ配列とされているときには、ある２枚
一組の重なり合ったスラット１４ｔ、１４ｂと、それに隣接する２枚一組の重なり合った
スラット１４ｔ、１４ｂとの間の開放領域の大きさが、スラットが等間隔の「通常配列」
とされている場合のスラットどうしの間の開放領域と比べて、実質的に２倍の大きさにな
っており、そのためこのスラット配列を「ダブルピッチ配列」と呼んでいる。図７２に示
したのは、径方向に延在する単一型ウェブ部３５１’であり、このウェブ部３５１’の周
囲に、一連の下側スラット１４ｂに対応した傾動ケーブル１６ｂｆ及び１６ｂｒが取回さ
れている。図７３に示したのは、ペア型ウェブ部３５２’、３５３’であり、それらウェ
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ブ部３５２’、３５３’の周囲に、一連の上側スラット１４ｔに対応した傾動ケーブル１
６ａｆ及び１６ａｒが取回されている。
【０１４４】
　この実施の形態では（図７３に最も明瞭に示されているように）上側スラット１４ｔに
関しては、室内側（前面側）傾動ケーブル１６ａｆが、フランジ部３４９’のスロット状
開口３７０’から（図７１の視点から見て）時計回りに取回されており、即ち、そこから
先ず上方へ、第１「上側スラット用」ウェブ部３５３’へ導かれ、丸みの付いた巻付面３
５９’を回り込んだ後に、このウェブ部３５３’の外側面に沿って下方へ、一連の上側ス
ラット１４ｔの室内側の側縁部へと導かれている。これと同様に、壁側（背面側）傾動ケ
ーブル１６ａｒが、フランジ部３４９’のスロット状開口３７０’から（同じく図７１の
視点から見て）反時計周りに取回されており、即ち、そこから先ず上方へ、第２「上側ス
ラット用」ウェブ部３５２’へ導かれ、巻付面３５８’を回り込んだ後に、このウェブ部
３５２’の外側面に沿って下方へ、一連の上側スラット１４ｔの壁側（背面側）の側縁部
へと導かれている。
【０１４５】
　下側スラット１４ｂに関しては、図７２に示したように、室内側（前面側）傾動ケーブ
ル１６ｂｆが、フランジ部３４７’のスロット状開口３６４’（図６８参照）から時計回
りに取回されており、即ち、そこから先ず上方へ、「下側スラット用」ウェブ部である径
方向に延在する単一型ウェブ部３５１’へ導かれ、巻付面３５６’を回り込んだ後に、こ
のウェブ部３５１’の反対側の側面に沿って下方へ、一連の下側スラット１４ｂの室内側
（前面側）の側縁部へと導かれている。また、壁側（背面側）傾動ケーブル１６ｂｒが、
フランジ部３４７’のスロット状開口３６４’（図６８参照）から反時計回りに取回され
ており、即ち、そこから先ず上方へ、「下側スラット用」ウェブ部である径方向に延在す
る単一型ウェブ部３５１’へ導かれ、巻付面３５６’を回り込んだ後に、このウェブ部３
５１’の反対側の側面に沿って下方へ、一連の下側スラット１４ｂの壁側（背面側）の側
縁部へと導かれている。
【０１４６】
　図７４～図７６に示したのは、中立ポジションにあったドラム部材３３３’を（傾動ロ
ッド３２８’を時計回りに回転させる方向に傾動機構を回転させることによって）そこか
ら時計回りに９０°回転させたときの状態であり、その結果として、「下側スラット用」
ウェブ部である径方向に延在する単一型ウェブ部３５１’及びその巻付面３５６’は降下
している（図７５参照）。更に「上側スラット用」ペア型ウェブ部３５２’、３５３’及
びそれらの巻付面３５８’、３５９’（図７６参照）も、傾動ロッド３２８’の回転軸心
３５４’を中心として回転している。このドラム部材３３３’の回転が、夫々の傾動ケー
ブル１６の「見かけの」長さに影響を及ぼし、それについて以下に説明する。
【０１４７】
　上側スラット１４ｔに対応した傾動ケーブル１６ａｆ、１６ａｒの夫々の「見かけの」
長さの変化量は、ドラム部材３３３’のペア型ウェブ部３５２’３５３’の実際の位置を
どのように定めるかに応じて異なった変化量になる。それら傾動ケーブル１６ａｆ、１６
ａｒの「見かけの」長さの変化量に影響を及ぼすファクタとしては、仮想軸心３６３’か
らペア型ウェブ部を構成している２つのウェブ部３５２’及びウェブ部３５３’までの距
離、ウェブ部３５２’とウェブ部３５３’との間の離隔量（距離）、ウェブ部３５２’及
びウェブ部３５３’の厚さ、ウェブ部３５２’及びウェブ部３５３’の長さ、ウェブ部３
５２’及びウェブ部３５３’に傾動ケーブル１６ａｆ、１６ａｒを結合している結合点の
位置、それに、ウェブ部３５２’とウェブ部３５３’との間の相対角度などがある。これ
らの形状的ファクタを調節することによって、ブラインドが完全に閉じたチルトクローズ
ド状態になったときの上側スラット１４ｔと下側スラット１４ｂとの間の重なり部の重な
り量４１６’を変化させることができ、それについて以下に更に詳細に説明する。
【０１４８】
　図７４～図７６に示したように、中立ポジションにあったドラム部材３３３’をそこか
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ら時計回りに９０°回転させたならば、上側スラット１４ｔ及び下側スラット１４ｂの壁
側（背面側）の側縁部は、中立ポジションにあったときよりも上昇し、その上昇量は、壁
側（背面側）傾動ケーブル１６ａｒ、１６ｂｒの「見かけの」長さの変化量に相当する。
一方、上側スラット１４ｔ及び下側スラット１４ｂの室内側（前面側）の側縁部も、中立
ポジションにあったときよりも上昇し、その上昇量は、室内側（前面側）傾動ケーブル１
６ａｒ、１６ｂｒの「見かけの」長さの変化量に相当する。その結果として、ブラインド
３１０’の状態は、スラット傾斜方向が室内側ダウンの半ば閉じたチルトクローズド状態
になる。
【０１４９】
　そこから更にドラム部材３３３’を回転させて、図７７～図７９に示したように、中立
ポジションから時計回りに１８０°回転させたならば、それによって、壁側（背面側）傾
動ケーブル１６ａｒ、１６ｂｒも、室内側（前面側）傾動ケーブル１６ａｆ１６ｂｆも、
「見かけの」長さが更に変化する。その結果、スラット１４ｔ、１４ｂのポジション（位
置及び姿勢）が変化して、ブラインドの状態は、スラット傾斜方向が室内側ダウンの完全
に閉じたチルトクローズド状態になる。
【０１５０】
　図示した具体的な実施の形態では、傾動ロッド３２８’としては断面形状が六角形で直
径が３ｍｍのロッドを使用し、スラット１４ｔ、１４ｂとしては前面側の側縁部から背面
側の側縁部までの幅寸法が２５ｍｍのスラットを使用し、そして、それらの寸法に合わせ
て、チルトクローズド状態における上下に隣り合うスラット１４どうしの重なり部の重な
り量４１６’が７ｍｍとなるようにドラム部材３３３’を設計した。
【０１５１】
　このようにスラット１４どうしの重なり量を７ｍｍとした実施の形態における、夫々の
傾動ケーブルの「見かけの」長さの変化は以下の通りである。
　－上側スラット１４ｔに対応した壁側（背面側）傾動ケーブル１６ａｒは、その「見か
けの」長さが大きく縮小する。
　－下側スラット１４ｂに対応した壁側（背面側）傾動ケーブル１６ｂｒは、その「見か
けの」長さが僅かに縮小する。
　－上側スラット１４ｔに対応した室内側（前面側）傾動ケーブル１６ａｆは、その「見
かけの」長さが僅かに増大する。
　－下側スラット１４ｂに対応した室内側（前面側）傾動ケーブル１６ｂｆは、その「見
かけの」長さが大きく増大する。
【０１５２】
　また、以上において、スラットどうしの重なり量以外は同一として、スラットどうしの
重なり量４１６’だけを（上記の７ｍｍより減少させて）５ｍｍとしたければ、ペア型ウ
ェブ部を構成している２つのウェブ部３５２’と３５３’の相対位置を、図８０に模式的
に示したように変更すればよい。図８０にはペア型ウェブ部３５２’、３５３’の変更後
の形成位置を想像線で示してある。この形成位置の変更によって、傾動ケーブルの移動の
仕方が変化することになり、特に図８０に示したように形成位置を変更した場合には、ド
ラム部材３３３’を中立ポジションから１８０°回転させたときに、上側スラット１４ｔ
に対応した室内側傾動ケーブル１６ａｆの「見かけの」長さが、僅かに増大するのではな
く、逆に僅かに縮小するようになる。
【０１５３】
　夫々の傾動ケーブル１６ａｒ、１６ａｆ、１６ｂｒ、１６ｂｆの「見かけの」長さが、
夫々の変化方向に夫々の変化量をもって変化する結果、上側スラット１４ｔも、また下側
スラット１４ｂも、傾動すると共に全体として鉛直方向に僅かながら移動する。ただし、
ペア型ウェブ部３５２’、３５３’の形成位置や、寸法、延在姿勢などに応じて、下側ス
ラット１４ｂに対する上側スラット１４ｔの相対的な鉛直方向の移動量は異なったものと
なり、そのため、スラットどうしの重なり量４１６’も異なったものとなる。
【０１５４】
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　図８１に、ペア型ウェブ部を構成している２つのウェブ部３５２’及び３５３’の変更
後の延在姿勢を示した（仮想線で示したのが変更後の延在姿勢である）。このように延在
姿勢を変更することによって、上側スラット１４ｔに対応した壁側傾動ケーブル１６ａｒ
の「見かけの」長さが更に大幅に縮小するようにすることができる。ベア型ウェブ部３５
２’３５３’の寸法、形成位置、及び延在姿勢を適切に調節することによって、夫々の傾
動ケーブルの間の相対移動量を所望の大きさにすることができ、ひいては、スラットどう
しの重なり量４１６’を所望の大きさにすることができる。
【０１５５】
　スラットが中立ポジションにあるときのドラム部材のポジションから、そのドラム部材
を１８０°回転させれば、その回転方向が時計回りと反時計回りとのいずれであっても、
全てのスラットが傾動すると共に鉛直方向に移動する。そして、ドラム部材を反時計回り
に回転させたときには、以上に説明した時計回りに回転させたときの状況に対して鏡像関
係にある状況が現出し、その結果として、ブラインドの状態は、スラット傾斜方向が室内
側アップのチルトクローズド状態になる。
【０１５６】
　この結果が得られるのは、スラット１４ｔ、１４ｂが回動（傾動）するだけでなく、上
側スラット１４ｔと下側スラット１４ｂとが、相対的に鉛直方向に変位するからである。
またそれと共に、ブラインドを構成している全てのスラットが、それら全体として極めて
僅かながら、鉛直方向に移動する。そしてこれらの、上側スラット１４ｔと下側スラット
１４ｂとの相対的な鉛直方向の変位量も、また、全てのスラットのそれら全体としての鉛
直方向の移動量も、ブラインドが全開のチルトオープン状態にあったときには互いにぴっ
たりと重なり合った状態（図７１参照）にあった２枚一組の上側スラットと下側スラット
とが、傾動を終了した時点では上下に離隔してそれらの間に小さな上下方向の重なり部４
１６’だけが存在する状態（図７８及び７９参照）となるようにする上で必要とされる、
最小限度の変位量及び移動量となるようにしている。
【０１５７】
　図７８に示したように、スラットのポジション（位置及び姿勢）が、傾斜方向が室内側
ダウンの完全に閉じたチルトクローズド状態になっているときには、下側スラットに対応
した背面側傾動ケーブル１６ｂｒは傾動ロッド３２８’の表面にじかに接触して巻付いて
おり、即ち、傾動ロッド３２８’は「下側スラット用」ウェブ部である径方向に延在する
単一型ウェブ部３５１’の基端部３７３’の箇所において露出しているため（図６７を併
せて参照のこと）、傾動ケーブル１６ｂｒは傾動ロッド３２８’のその露出箇所の表面に
接触して巻付いている。これは意図的にこのようにしているのであり、これによって下側
スラットに対応した背面側傾動ケーブル１６ｂｒの「見かけの」長さの縮小量を可及的に
小さなものにしているのである。もし、（傾動ロッド３２８’をその中に嵌合する）中空
軸部３７２’を、ドラム部材３３３’の全長に亘って延在するように形成したならば、下
側スラットに対応した背面側傾動ケーブル１６ｂｒの巻付距離は、その中空軸部３７２’
の周壁の厚さ分だけ増大することになる。その場合、ブラインドの傾動動作が適切に行わ
れるようにするために、単一型ウェブ部３５１’及びペア型ウェブ部３５２’、３５３’
の高さ寸法及び離隔寸法を変更することが必要となり、しかもそれらの寸法変更は、スラ
ットどうしの重なり量４１６’を所望の大きさに維持できるようなものでなければならな
い。そして、そのような寸法変更は、スラットの傾動に伴う、全てののスラットのそれら
全体としての鉛直方向の移動量を多少なりとも増大させずには済まない。それゆえ、中空
軸部３７２’を、ドラム部材３３３’の全長に亘って延在するように形成することは、不
可能ではなが、効率的なことではない。
【０１５８】
　以上に幾つかの実施の形態について図示して説明したが、本発明の範囲内で製作可能な
全ての変形構成ないし組合構成を説明し尽くすことは事実上不可能である。当業者には容
易に理解されるように、以上に説明した実施の形態に対しては、本発明の範囲から逸脱す
ることなく様々な改変を加えることが可能であり、本発明の範囲は、特許請求の範囲に記
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載した通りのものである。
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